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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 （千円） － 5,479,6008,032,9759,177,9768,170,338

経常利益又は経常損失

(△)
（千円） － 165,620 177,881 141,572△192,252

当期純利益又は当期純損

失（△）
（千円） － 75,504 33,649△579,070△403,584

純資産額 （千円） － 1,007,4001,257,578650,976 206,769

総資産額 （千円） － 2,236,3954,200,4753,631,8902,981,939

１株当たり純資産額 （円） － 34,896.6635,928.5415,157.361,385.02

１株当たり当期純利益金

額又は１株当たり当期純

損失金額（△）

（円） － 2,360.701,164.80△19,762.67△13,772.34

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） － 2,280.541,143.10 － －

自己資本比率 （％） － 45.0 25.1 12.2 1.4

自己資本利益率 （％） － 7.7 3.3 － －

株価収益率 （倍） － 106.32 118.48 － －

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） － 131,165 174,140 172,773△159,244

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） － △407,209△475,897△61,095 △86,776

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） － 205,889 512,748 151,224 50,781

現金及び現金同等物の期

末残高
（千円） － 668,645 984,1771,247,0801,051,840

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）
（人）

－

（－）

126

（18）

191

（71）

198

（57）

196

（58） 

（注）１．第11期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第12期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

４．第13期及び第14期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、潜在株式は存在するものの１

株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

５．第13期及び第14期の自己資本利益率及び株価収益率につきましては、当期純損失を計上しているため記載して

おりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 （千円） 4,819,7975,355,4766,247,1096,563,3326,091,235

経常利益 （千円） 210,074 234,387 212,631 240,287 75,750

当期純利益又は当期純損

失（△）
（千円） 123,576 135,749 114,302△706,866△375,311

持分法を適用した場合の

投資損益
（千円） △9,325 － － － －

資本金 （千円） 329,000 336,113 360,460 360,680 360,680

発行済株式総数 （株） 9,480 28,634 29,298 29,304 29,304

純資産額 （千円） 964,9921,072,4431,198,330456,746 81,435

総資産額 （千円） 1,817,9852,191,0693,152,7022,657,3902,614,462

１株当たり純資産額 （円） 100,292.4337,168.1940,901.4515,586.482,778.97

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配

当額）

（円）
3,000

( － )

1,000

( － )

1,200

( － )

－

( － )　

－

（ － ）

１株当たり当期純利益金

額又は１株当たり当期純

損失金額（△）

（円） 12,666.014,472.863,956.70△24,124.14△12,807.51

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） 12,587.254,320.973,882.98 － －

自己資本比率 （％） 53.1 48.9 38.0 17.2 3.1

自己資本利益率 （％） 15.7 13.3 10.1 － －

株価収益率 （倍） 86.45 56.12 34.88 － －

配当性向 （％） 23.7 22.4 30.3 － －

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 75,885 － － － －

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △118,775 － － － －

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 193,816 － － － －

現金及び現金同等物の期

末残高
（千円） 738,798 － － － －

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

72

( 4 )

90

( 10 )

95

( 14 )

96

（11）

99

（10） 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第13期及び第14期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、潜在株式は存在するものの１

株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

３．当社は、平成17年５月20日付で株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。

４．第13期及び第14期の自己資本利益率及び株価収益率につきましては、当期純損失を計上しているため記載して

おりません。

５．第13期及び第14期の配当性向につきましては、無配のため記載しておりません。
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２【沿革】

年月 事項

平成７年10月 デジタルクリエイターに特化した人材ビジネスを主目的に、株式会社デジタルスケープを資本金

60,000千円にて東京都千代田区に設立

平成８年１月 デジタルクリエイターの人材派遣業を開始

平成９年８月 大阪市北区に大阪支店開設

平成９年11月 大阪支店にてデジタルクリエイターの人材派遣業を開始

平成10年２月 株式会社コンパック・コンピュータ及びマイクロソフト株式会社の協力で本社内に

Advanced Training Centerを開設し、デジタルクリエイター育成を本格的に開始

平成11年２月 東京本社にて人材紹介業を開始

平成11年10月大阪支店にて人材紹介業を開始

平成11年11月本店所在地を東京都渋谷区に移転

平成12年２月 東京本社にてインターネットコンテンツ制作・運用コンサルティングサービスについて、国際標準

品質規格ＩＳＯ9001を取得

平成12年７月 東京都目黒区に池尻オフィスを開設。アウトソーシングサービスを開始

平成14年２月 アウトソーシングサービスにて開発したシステム「ＡＣＵＴＯ（アキュート）」に「電子メール

ネットワークを通じて配達される質問メールを集積処理してそれぞれに回答メールを作成して配

達するための情報処理方法および情報処理システム」として特許を取得

平成14年６月 株式会社アイ・エム・ジェイと共同でＷｅｂサイトの運営・更新業務を行う「株式会社ウェブ・

ワーカーズ」を設立

平成15年６月 東京本社及び池尻オフィスを東京都渋谷区に移転

平成17年２月

  平成17年３月

大阪証券取引所ヘラクレスに株式を上場

  個人情報保護の取扱が適切な事業者に認定されるプライバシーマークを取得

平成17年４月 愛知県名古屋市中区に名古屋支店を開設

平成17年６月 クリエイター・発掘支援サイト「BroadStar（ブロードスター）」の運営を財団法人大阪市都市型

産業振興センターより承継

平成17年６月 株式会社クラフテックス（現株式会社バウハウス・エンタテインメント）を子会社化

平成17年７月 株式会社エクステージの株式を取得

平成17年10月株式会社ウェブ・ワーカーズの株式を一部取得し、子会社化

平成17年11月主要株主の異動に伴い親会社がカルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社となる

平成18年４月 株式会社ウェブ・ワーカーズと株式会社ビューテックラボが合併し、株式会社インターアクティブ

デザインに商号を変更

平成18年10月株式会社エクステージ、株式会社ワークスコーポレーション、株式会社オラリオを子会社化

 株式会社マルチビッツの株式を一部取得し、子会社化

平成19年４月 株式会社ワークスコーポレーションに、株式会社エクステージと株式会社オラリオを吸収合併

 株式会社テレビ朝日と共同でコンテンツ発掘サイト事業を行う「ブロスタＴＶ合同会社」を設立

平成21年３月 当社を完全子会社とすることを目的とした株式会社イマジカ・ロボット ホールディングスによる

当社株式等に対する公開買付けに賛同

平成21年５月 株式会社イマジカ・ロボット ホールディングスによる公開買付けが成立し、当社を株式交換完全

子会社とする株式交換契約を締結（効力発生は平成21年７月）

平成21年６月 大阪証券取引所ヘラクレスの上場を廃止
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３【事業の内容】

平成21年３月31日現在、株式会社デジタルスケープ（以下、「当社」という。）の親会社は、カルチュア・コンビニエ

ンス・クラブ株式会社であり、当社の議決権の50.9％を所有しております。

当社グループは、当社及び連結子会社４社で構成されており、デジタルクリエイターとＩＴエンジニアに特化した人

材コンサルティング事業及びコンテンツ制作事業、メディア事業、デザインツール・コンテンツサプライ事業並びにそ

の他事業を展開しております。コアビジネスである人材コンサルティング事業は主に、インターネット、ゲーム・ＣＧ、

放送、映像、プロダクト、ＤＴＰ、ＩＴの各業界企業に対して人材派遣・請負サービス、人材紹介サービス及びトレーニン

グサービスを提供しております。

なお、メディア事業につきましては、当連結会計年度より出版事業から事業名称を変更しております。

平成21年３月31日現在、当社グループは下表のとおり構成されております。

（事業系統図）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成21年３月31日現在）

  なお、平成21年３月23日から平成21年５月７日の間に実施された株式会社イマジカ・ロボット ホールディングスに

よる当社株式等の公開買付けの結果、同社は当社の発行済株式総数の91.3％を保有することとなり、平成21年５月14日

付で新たに当社の親会社となりました。また、平成21年５月21日、同社を完全親会社、当社を完全子会社とする株式交換

を行うことを決定し、両社間で株式交換契約を締結しております。当公開買付け及び当株式交換契約の詳細につきまし

ては、「５．経営上の重要な契約」に記載しております。

  一方、カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社につきましては、その保有する当社株式のすべてを本公開買付

けに応募した結果、平成21年５月14日付で当社の親会社に該当しないことになりました。
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（事業内容）

社名 事業内容

（連結子会社）

株式会社インターアクティブデザイン

Ｗｅｂサイトの企画・制作・運用・更新及び当該業務の受託を通じた

人材育成サービスを行っております。

（連結子会社）

株式会社バウハウス・エンタテインメント

 

コンシューマゲームを中心としたゲームソフト及びＣＧアニメーショ

ンの企画・受託制作、及び当該業務の受託を通じた人材育成サービス

を行っております。

（連結子会社）

株式会社ワークスコーポレーション

デジタルコンテンツの教育書籍及び雑誌の出版販売に加え、ＤＴＰや

Ｗｅｂの資格検定サービス、並びにクリエイティブ業界に特化した就

・転職イベントの企画・運営を行っております。

（連結子会社）

株式会社マルチビッツ

 

デジタルデザインに必要な素材（画像・イラスト・動画・フォント）

や制作する環境（ハード・ソフトウエア）の販売、並びに各種媒体の

写真撮影サービスを行っております。

 

(1)　　人材コンサルティング事業について

①　当社事業の特長について

当社は、会社創業以来、デジタルクリエイターとＩＴエンジニアに特化した人材サービスを展開しております。特に、

インターネット、ＣＧ、ゲーム、放送、映像、プロダクト、ＩＴの各業界企業に対して人材派遣・請負サービス及び人材紹

介サービス、並びにトレーニングサービスを提供しております。

当社は、人材派遣・請負サービス等から構成される主力事業の名称を「人材コンサルティング事業」としておりま

す。これは、ＣＧ等に係る技術を用いてゲーム、映像等のデジタルコンテンツを制作するゲーム開発会社等に対し、デジ

タルコンテンツ制作に係る高度な技術の保有者を、単に顧客企業の望むがままに提供するのではなく、営業担当者が顧

客企業から制作するデジタルコンテンツの内容、制作現場の状況等を隈なく聴取し、最適な制作環境を実現するための

提案を行った上で、当該企業が本当に必要とするスキルまたはノウハウを有する人材を見極め（マッチング）、これを

提供するという当社のビジネスモデルを表現したものであります。

なお、有力なデジタルコンテンツメーカーの１つであるゲーム開発業界においては、近年、多額の費用を投じてメ

ジャータイトルを制作しようとする動きは減少し、比較的少ない費用で数多くのタイトルを制作し、その中から新しい

メジャータイトルを育成しようとする動きが主流となりつつありますが、１タイトル当たりの制作費用が抑制される状

況下においても、製品品質の低下に直結する制作技術水準の低下は消費者に許容されないことから、当該業界において

はゲーム制作原価の過半を占める人件費に係るコストマネジメントが特に重要性を増しつつあります。

当該環境下において、当社は今後も当該市場規模が拡大を継続するものとの観測の下に、特にＣＧについて高い技術

力を有する派遣登録者（デジタルクリエイター）の獲得及び育成に努め、当該人材をゲーム開発業界に供給することに

より、当該業界におけるコスト構造の改善に資することができるものと確信し、当該業界に対するアプローチに注力し

ております。

また、ゲーム開発業界に限らず、今後の我が国のＩＴ市場の成長には、デジタルコンテンツを制作する人材（知的資

本）の育成、選別及び流動化が不可欠であると当社は認識しており、当該ＩＴソリューションを実現する仕組みとして、

主に人材派遣という業態を選択しております。
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a)　人材派遣・請負サービスについて

当社は、昭和60年施行の「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律（以

下、「労働者派遣法」という。）」の規定に従い、厚生労働大臣の許可を受けて、派遣労働者を募集・登録し、企業へ派遣

する登録型の「一般労働者派遣事業」を行っております。

人材派遣サービスは、派遣される労働者の雇用形態により特定労働者派遣事業（届出制で常用雇用社員の派遣のみを

行う。）と一般労働者派遣事業に区分されており、当社は一般労働者派遣事業の許可を厚生労働大臣から受けておりま

す。

人材派遣サービスの特徴は、派遣労働者の雇用者（当社）と使用者（派遣先企業）とが分離していることにありま

す。当社が労働者を派遣するにあたっては、派遣労働者をあらかじめ当社に登録させておき、その既登録者の中から派遣

先企業の希望する条件と登録者の希望する条件をマッチングさせて、期間を定めて当社との間に雇用契約を締結した上

で、派遣先企業へ派遣しております。なお、派遣労働者は、派遣先企業において、派遣先企業の指揮命令を受けて労働に従

事することになります。

当社（派遣元責任者）、派遣先企業、派遣労働者の関係は、以下のとおりであります。

なお、当社の人材派遣・請負サービスは、主に人材派遣契約の形態によるものでありますが、一部、業務請負契約の形

態によるものも含まれております。これは、企業のネットワークの運営管理やコンテンツ制作を一括して行う業務など、

主に企業側の希望により、当社が業務を請負い、その業務の遂行のため、当社は請負労働者との間で期間を定めた雇用契

約または業務委託契約を結ぶものであります。労働者への指揮命令は当社で行うところも派遣契約と異なります。

当社、取引先企業、請負労働者の関係は、以下のとおりであります。

当社の人材派遣・請負サービスにおける職種別内容は、以下のとおりであります。

イ)　Ｗｅｂソリューション

主にインターネットコンテンツの企画・制作を行うＷｅｂプロデューサー・Ｗｅｂディレクター・Ｗｅｂ

デザイナー等であります。

ロ)　ゲームエンタテインメント

主にゲームの企画・制作を行うゲームプロデューサー・キャラクターデザイナー・背景デザイナー等であ

ります。

ハ)　ビジュアルエンタテインメント

主にＣＧによる映像や放送コンテンツの制作を行うディレクター・デザイナー等であります。

ニ)　プロダクト・デザイン

主に携帯電話やＡＶ機器のＧＵＩ（注）制作や製品のデザインを行うプロダクトデザイナー・ＧＵＩデザ

イナー等であります。

ホ)　ＩＴエンジニア

主にＷｅｂプログラマー・システムエンジニア・企業内ネットワークシステムの運用等であります。
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ヘ)　ＤＴＰ

主に印刷物や書籍、広告のデザインを行うＤＴＰデザイナー等であります。

なお、人材派遣・請負サービスが売上高に占める割合は、平成21年３月期において62.3％であります。

（注）Graphical User Interfaceの略。製品画面等において、文字を使用して情報を提示するのではなく、グラフィッ

クを使用することで、「認知性＝わかりやすさ」「操作性＝使いやすさ」「快適性＝心地よさ」の３つの視点

から、情報を視覚的に表現するものであります。

b)　人材紹介サービスについて

当社は、昭和22年施行の「職業安定法」に基づき、厚生労働大臣の許可を受けて、転職希望者を募集・登録し、同時に

企業側の求人情報を収集し、相互のニーズをマッチングする有料職業紹介事業を行っております。

当社の場合、人材派遣サービスで登録しているデジタルクリエイター、ＩＴエンジニア及び取引企業を基盤とした紹

介予定派遣を中心に当該サービスを行っております。紹介予定派遣は、企業と就業スタッフの双方が一定の派遣期間を

経て、両者合意の上で正式な雇用契約を行うもので、雇用契約前に相手の状況を確認できるため、双方の希望に応じた採

用・就職を実現することが可能となります。

なお、人材紹介サービスが売上高に占める割合は、平成21年３月期において2.6％であります。

②　教育トレーニング制度について

a)　トレーニング

当社は、募集活動を通じて、優秀な派遣登録者の確保に努めるとともに、既存登録者に対する有料・無料のトレーニン

グを通じて、既登録者のキャリアアップを図り、即戦力として企業のニーズに応えられるよう努めております。

トレーニングの内容は当社独自に開発しており、主にスキル・専門知識の向上を目的としたものになっております。

カリキュラムは、コンテンツ制作の基礎的な各アプリケーションの操作から最新技術動向の講義まで多岐に亘っており

ます。

なお、トレーニングサービスが売上高に占める割合は、平成21年３月期において0.2％であります。

b)　ＯＪＴ（オン・ザ・ジョブ・トレーニング）

当社では、トレーニングプログラムの他に、より実務に近い部分でのスキルアップを支援するため、株式会社バウハウ

ス・エンタテインメントと協同しＯＪＴによるトレーニングを行っております。

ＯＪＴは、同社のコンテンツ制作現場に入り、制作プロセスを実体験することで対価・納期といった実際の業務でな

いと体験できない制作スキルを身につける目的で運営を行っております。

制作にあたっては同社のディレクター兼講師の下、当社登録者に対価を支払いつつ、一連の制作プロジェクトの中で

実務体験をいたします。プロジェクトを終了した登録者は「実務経験者」として企業への派遣を促進していきます。な

お、ＯＪＴに参加する人材の選出にあたっては、登録時のスキル判定を元に「技術的には業務レベル水準であるが、実務

経験を有しない登録者」から、希望を募った上で選考を行って決定しております。

③　派遣登録者の確保・維持について

　人材派遣サービスでは、そのサービスの性質上、登録者の確保・維持が非常に重要といえます。また登録募集だけでな

く、派遣中のデジタルクリエイター及びＩＴエンジニアのフォローや未就業登録デジタルクリエイター及びＩＴエンジ

ニアとのコンタクトを行うことで、就業可能な登録デジタルクリエイター及びＩＴエンジニアの情報を維持・把握する

ことも重要となります。

a)　募集

当社は、登録者の募集を主に以下の方法で行っております。

イ)　自社のインターネットホームページによる告知

ロ)　インターネット求人情報媒体等の活用

ハ)　美術系大学・クリエイティブ系専門学校との募集提携

ニ)　業界専門誌への募集広告

ホ)　派遣先企業との提携によるセミナー実施

ヘ)　既登録者からの紹介
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b)　登録

　当社は、インターネットによるオンライン登録システムを採用しております。オンラインで仮登録した登録希望者は、

事前予約の上、来社により本登録を行います。

　当社の場合、取り扱う職種の技術的専門性が高いため、インターネットによる仮登録で収集した登録希望者の保有スキ

ルや職歴の精査に加え、本登録時において以下のスキル診断を行っております。

項目 内容

職務スキル診断 職種に対する固定観念や誤解が「何ができるか」をわかりにくくしている現状を踏まえ、独

自に開発した人材マッチングシステム「Ｍｅｅｔｓ（ミーツ）注１」により、個別の職務か

ら「何が」「どの程度」できるのか、してきたのかを診断するものであります。

１．各職種で必要となる職務の種類を定義

Ｗｅｂの仕事で必要となる職務を25個設定し、職種ごとに必要な職務を設定しております

２．各職務での遂行レベルを定義

どのような役割で何ができるかを、３段階の遂行レベルに分け、基準を設定しております

３．遂行レベルの定義に沿ってヒアリング

これまでの経験に関して、職務ごとに「できること」をインタビューし、遂行レベルを評価

いたします。

テクニカルスキル診断 業界での目安や基準を分析し、抽出した客観的な評価ポイントで評価を行います。作品評価

とスキルチェックを通じて、「十分なこと」「不足していること」は何かを明らかにし、不

足しているスキルについてはトレーニングメニューなどを提案いたします。

１．スキルチェック

登録時に30分程度の簡単なＨＴＭＬコーディング（注２）に関してのスキルチェックを

行っております

２．作品評価（クリエイティブ系職種のみ）

細かなチェック項目・項目ごとの基準を設定し、評価基準は登録デジタルクリエイターに

「スタッフマイページ（注３）」を通じて公開しております。

ヒューマンスキル診断 独自に開発したツール「Ｐｉｉｔ（ピット）注４」により、登録者の「強み・弱み」や職場

環境適性も診断いたします。登録者のコミュニケーションや仕事上のスタイルを明らかに

し、ヒューマンスキルの面からも最適な仕事を提案できるようにいたします。

１．業務タイプ適性とチームタイプを診断

登録者の現状の姿を、登録者自身の回答から判断し、10段階の結果で表示いたします

２．企業の職場環境とマッチング

職務・テクニカルに加えて、ヒューマンスキルからも適性を考慮して、仕事を紹介いたしま

す。

（注）１．平成21年３月31日現在、Ｗｅｂ系職種のみ対応しております。

２．Ｗｅｂページを記述するときに使う言語であるＨＴＭＬ（Hyper Text Markup Languageの略。）を使って

ソースコードを記述することであります。

３．自社のインターネットホームページに搭載している、登録デジタルクリエイター及びＩＴエンジニアとワ

ン・ツー・ワンコミュニケーションを実現する機能であります。当社に登録をしているデジタルクリエイ

ター及びＩＴエンジニア自身のスキル情報や就業可能時期等の希望条件の更新、並びにトレーニング実施

履歴やポイント機能を備えた当社独自のシステムであります。

４．当社が独自に開発したコンテンツ制作者向けの適正診断システムであります。
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c)　マッチング

当社は、デジタルコンテンツ制作に係る高度な技術の保有者を、単に顧客企業の望むがままに提供するのではなく、営

業担当者が顧客企業から制作するデジタルコンテンツの内容、制作現場の状況等を隈なく聴取し、最適な制作環境を実

現するための提案を行った上で、当該企業が本当に必要とするスキルまたはノウハウを有する人材を見極め、これを提

供する手法を採っており、単に労働力をめぐる需要と供給のマッチングに留まっておりません。

しかしながら、当社は職種を特化したサービスを行っているため、複数の会社に重複して登録する派遣希望者は比較

的少ないと考えておりますが、複数の派遣会社に派遣依頼をする企業は多く、企業から依頼があった際に適切かつ迅速

に派遣者を決定することが必要であります。また、当社のみに登録をしている派遣希望者に対しても、今後の登録維持を

行うためには、迅速に派遣先を決定することが極めて重要となります。

当社では、登録者の基本情報（氏名、連絡先等）、資格・保有スキル（作品評価）、職歴、派遣実績、希望条件（希望職

務や勤務地、派遣開始日と期間）、トレーニング受講履歴、登録者の近況等を管理・検索できる独自開発の人材情報シス

テム「ＣＩＯＳ（サイオス）」を導入しております。

また、当社は業界専任のコンサルティング営業担当を中心として、企業のニーズにマッチする人材を直接当該システ

ムから検索・人選しているため、企業の制作内容や必要とされる職務定義、組織体制・システム環境等を理解・把握し

た上で迅速なマッチングの実現に努めております。

d)　派遣登録者のフォロー

派遣就業期間中のデジタルクリエイター及びＩＴエンジニアについては、当社のコンサルティング営業担当が派遣先

の職場環境や就労条件の改善に配慮するため各種ヒアリングを行っており、派遣先企業への相談・提案を行っておりま

す。未就業の派遣デジタルクリエイター及びＩＴエンジニアについては、「スタッフマイページ」を通じた登録情報の

更新告知、仕事情報・トレーニング情報の提供を定期的に行っており、派遣登録者の登録情報の鮮度を保ち、即座にマッ

チングできる体制を整えるよう努めております。

また、当社は派遣登録時・派遣就業中・契約終了後のそれぞれのシーンに応じたキャリアカウンセリングを行ってお

り、セルフプロデュースセミナーの開催やメンタルヘルスサポートを専任のキャリアカウンセラーもしくは外部委託企

業にて実施しております。

(2)　コンテンツ制作事業について

主に、ＷｅｂサイトやＣＧを中心としたコンテンツの企画・制作受託を行っております。当社は、人材派遣による制作

体制の構築及び支援を行う人材サービスに加え、制作の外注先としてのプロダクション機能も担っております。

Ｗｅｂサイトの企画・制作受託においては、企業の制作ニーズによって、当社内のデジタルクリエイターにより制作

を行う、登録しているデジタルクリエイターをコーディネートして制作を行う、又は連結子会社である株式会社イン

ターアクティブデザインと協同して制作を行う等の手法により実施しております。

 　 また、ゲームやＣＧの制作受託においては、連結子会社である株式会社バウハウス・エンタテインメントと協同して、

企画プランニングから実制作まで一貫した体制の拡充を図っております。

なお、コンテンツ制作事業が売上高に占める割合は、平成21年３月期において9.1％であります。

(3)　メディア事業について

 当連結会計年度より出版事業から事業名称を変更したメディア事業につきましては、株式会社ワークスコーポレー

ションが出版する月刊誌に加え、クリエイターの知識及び技術力の向上を狙った書籍の販売等を行いました。また、Ｗｅ

ｂに関わる人々の知識の標準化を目指し、「Ｗｅｂ検定」の企画・開発を進め、2007年12月にスタートした「Ｗｅｂ検

定　Ｗｅｂリテラシー」試験の上位資格にあたる「Ｗｅｂ検定　Ｗｅｂデザイナー」を2008年10月に、「Ｗｅｂ検定　Ｗ

ｅｂディレクター」試験を2008年12月に、「Ｗｅｂ検定　Ｗｅｂプロデューサー」試験を2009年2月にそれぞれ開始いた

しました。さらに、近畿経済産業局が主催した「クリエイティブビジネス　フェア２００８」の一環として「クリ博就職

フェスタｉｎ大阪」を2008年10月に、また、過去２回を上回る規模に拡大した「クリ博就職フェスタｉｎ東京」を2009

年1月にそれぞれ開催し、延べ6,000名を超える来場者を獲得するなど好評を博しました。

なお、メディア事業が売上高に占める割合は、平成21年３月期において7.1％であります。
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(4)　デザインツール・コンテンツサプライ事業について

 株式会社マルチビッツによるデジタルデザインに必要な素材（画像・イラスト・動画・フォント）や制作する環境

（ハード・ソフトウエア）の販売、並びに各種媒体の写真撮影サービス等を実施いたしました。

なお、デザインツール・コンテンツサプライ事業が売上高に占める割合は、平成21年３月期において17.4％でありま

す。

(5)　その他事業について

①　アウトソーシングサービスについて

主に、企業の電子メール処理のインバウンド及びアウトバウンド（注）のアウトソーシングサービスを行っておりま

す。特に、当社で独自開発した「ＡＣＵＴＯ（アキュート）」による電子メールのインバウンド・システムの特徴は以

下のとおりであります。

a)　返信回答のテンプレート化で、電子メールへの回答の処理プロセスを短縮。

b)　複数の窓口の情報を共有し、回答漏れ・二重返信等を防ぐ。

c)　アウトソーシング又はレンタルもしくはシステム販売とサービス提供方法を企業ニーズに合わせて選択可能。

　また、当該システムは平成14年２月22日付で「電子メールネットワークを通じて配達される質問メールを集積処理し

てそれぞれに回答メールを作成して配達するための情報処理方法および情報処理システム」として特許を取得してお

ります（特許第3281350号）。

　なお、アウトソーシングサービスが売上高に占める割合は、平成21年３月期において1.1％であります。

（注）「インバウンド」は、システムやネットワークが外部からデータを受信することを指し、ここでは電子メールを受

信することであります。また、「アウトバウンド」は、システムやネットワークから外部にデータを送信することを

指し、ここでは電子メールを発信することであります。

②　その他について

平成21年３月期において、当社のノウハウや開発能力が評価され収益に結びついた事業では、主に教育機関向けのト

レーニング及び講座支援を行いました。また、平成20年10月、経済産業省及び財団法人デジタルコンテンツ協会主催の

「デジタルコンテンツＥＸＰＯ」の一環として、世界で活躍するアジアの研究者とクリエイターが集い、先端技術の発

表や作品の展示を行う、学術・芸術・展示が一体となった総合イベント「ＡＳＩＡＧＲＡＰＨ　２００８　ｉｎ Ｔｏｋ

ｙｏ」の一部運営管理等を行いました。これらの売上高に占める割合は、平成21年３月期において0.2％であります。
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４【関係会社の状況】

名称
 

住所
 

資本金
（千円）

主要な事
業の内容

議決権の
所有又は
被所有割
合
(％)

関係内容

 役員の兼
任等

営業上の取引 

（親会社）　　　　　　　カ

ルチュア・コンビニエ

ンス・クラブ㈱

（注）４.７

 大阪市北区
 

12,498,413

純粋持株会

社

被所有

50.9
兼任５名 －

（連結子会社）　　　　　

㈱インターアクティブ

デザイン

（注）２.６

東京都渋谷区 100,000

Ｗｅｂコン

テンツ制作

業

所有

54.3
兼任２名

資金の貸付

事務所の一部賃貸等

出向者受入

コンテンツ制作の外注

当社スタッフの派遣

（連結子会社）　　　㈱

バウハウス・エンタテ

インメント

（注）２

東京都渋谷区 99,993
ゲームソフ

ト開発

所有

100.0
兼任１名

事務所の一部賃貸等 

出向者受入

登録デジタルクリエイ

ターのＯＪＴ 

コンテンツ制作の外注

当社スタッフの派遣

（連結子会社）

㈱ワークスコーポレー

ション

（注）２.６

東京都渋谷区 69,200
書籍等の出

版

所有

92.3
兼任２名

資金の貸付等

事務所の一部賃貸等 

出向者受入

書籍・雑誌の購入

雑誌等への広告掲載

（連結子会社）

㈱マルチビッツ

（注）２.５

東京都渋谷区 50,000

デジタルデ

ザインに関

係する事業

者向けの総

合支援事業

所有

65.0
兼任２名

資金の借入 

事務所の一部賃貸等 

出向者受入

物品等の購入

当社スタッフの派遣 

　（注）１．主要な事業の内容欄には、業種の名称を記載しております。

 　　　 ２．特定子会社に該当しております。

 　　　 ３．資本金は平成21年３月末現在のものを記載しております。

        ４．有価証券報告書を提出しております。

 　　　 ５．株式会社マルチビッツにつきましては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占

める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 （1）売上高 1,437,377千円

  （2）経常損失 △57,022千円

  （3）当期純損失 △115,709千円

  （4）純資産額 475,708千円

  （5）総資産額 592,255千円

  ６. 債務超過会社で債務超過の額は、以下のとおりです。　（平成21年３月現在）

株式会社インターアクティブデザイン 　　　　　114,042千円

株式会社ワークスコーポレーション 　　　  1,090,696千円

７. 平成21年３月23日から平成21年５月７日の間に実施された株式会社イマジカ・ロボット ホールディングス

による当社株式等の公開買付けの結果、当社発行済株式総数に対する同社の所有割合は91.3％となり、同社は

平成21年５月14日付で当社の親会社となりました。また平成21年５月21日、株式会社イマジカ・ロボット 

ホールディングスを完全親会社、当社を完全子会社とする株式交換を行うことを決定し、両社間で株式交換契

約を締結しております。　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　

　　 一方、カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社につきましては、その保有する当社株式のすべてを本

公開買付けに応募した結果、平成21年５月14日付で当社の親会社に該当しないことになりました。
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５【従業員の状況】

(1） 連結会社の状況

 平成21年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称  従業員数（人）

 人材コンサルティング事業
66

(9) 

 コンテンツ制作事業
48

(35) 

 メディア事業
38

(3) 

 デザインツール・コンテンツサプライ事業
12

(10) 

 その他事業
4

(－) 

 全社（共通）
28

(1) 

合計
196

(58) 

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

(2)　提出会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

99（10） 35.4  4.1 5,857,553

（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者29名を除き、社外から当社への出向者４名を含む。）であり、臨

時雇用者数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3)　労働組合の状況

当社には労働組合はありません。なお、労使関係については良好であります。

EDINET提出書類

株式会社デジタルスケープ(E05459)

有価証券報告書

 13/104



第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)　業績

   当連結会計年度におけるわが国経済は、米国を震源とする世界的な金融危機の影響により、企業収益は大幅に減

少し、株式・為替市場の混乱、企業の設備投資の減少、製造業を中心とした雇用の大幅な調整など、急速な悪化が続

いており、厳しい状況にあります。

   デジタルコンテンツ業界におきましては、インターネットを中心とした新規メディアの成長に伴って、様々なメ

ディアに対応可能な魅力ある映像コンテンツへのニーズの拡大、パソコンや携帯電話向けのデジタルコンテンツ配

信の一般化等、マーケットの裾野は広がりを見せております。その一方で、技術革新やユーザーの嗜好の変化が激し

く、事業のサイクルは非常に短いものとなっております。こうした市場動向の変化に対応するには、多様なメディア

に対し革新的な技術サービスを提供できるよう、新規技術導入や事業体制の整備、顧客企業からのニーズに対応す

る優秀な人材の育成と魅力あるサービスの提供に取り組むことが、より一層重要になってきております。こうした

中、当業界におけるデジタルクリエイターの需要は益々高まっております。後半期以降、世界同時不況に直面し、主

にインターネット広告など対企業向けデジタルコンテンツへの投資意欲の鈍化が懸念されておりますが、ゲームや

携帯コンテンツ配信など対消費者向けデジタルコンテンツへの投資意欲は依然旺盛で、デジタルクリエイターに対

する人材ニーズは今後も堅調に推移するものと予測しております。

   このような環境のもと、当社グループは、「デジタルコンテンツ市場において、クリエイター、クライアント、教育

機関に対するワンストップ・ソリューション・プロバイダーとしてオンリーワンの存在となる」というビジョン

のもと、デジタルクリエイターとITエンジニアに特化した人材コンサルティング事業を中心に、コンテンツ制作事

業、メディア事業、デザインツール・コンテンツサプライ事業等を展開し、デジタルコンテンツ制作市場で活躍する

クリエイター及びクライアント、並びに教育機関に必要なソリューションを提供していくことを目標に、デジタル

クリエイターとITエンジニアの人材派遣・請負サービスを中心にして、サービス内容の強化や拡大を目指してまい

りました。

　 当連結会計年度の連結業績におきましては、売上高につきましては、主に人材コンサルティング事業のうち、主力

である人材派遣・請負サービスにおける派遣稼動者数の伸び悩みやデザインツール・コンテンツサプライ事業に

おける市況悪化の影響、さらにコンテンツ制作事業における顧客企業の広告宣伝費抑制によるＷｅｂサイト制作案

件の減少等により8,170,338千円（前年同期比11.0％減）となりました。

　 一方、営業損益及び経常損益につきましては、売上高減収の影響に加え、メディア事業において返品調整引当金繰

入額を計上したこと、デザインツール・コンテンツサプライ事業における貸倒引当金繰入額を計上したこと等の影

響により、営業損失165,331千円（前年同期は営業利益182,205千円）、経常損失192,252千円（前年同期は経常利益

141,572千円）となりました。

　 当期純損益につきましては、デザインツール・コンテンツサプライ事業及びコンテンツ制作事業等における減損

損失の計上や、メディア事業における事業縮小の計画に伴うたな卸資産評価損の計上等、特別損失を240,632千円計

上したことが響き、当期純損失403,584千円（前年同期は純損失579,070千円）となりました。　  

 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　人材コンサルティング事業

a)　人材派遣・請負サービス

人材派遣・請負サービスにつきましては、平成21年３月31日現在、派遣登録者数が18,094人（前年同期比11.9％

増）、派遣稼動者数が981人（同11.0％減）となりました。Ｗｅｂソリューション職種においては、顧客企業の人材需

要は比較的堅調であるものの、特にＷｅｂ制作における上流工程を担うプロデューサーやディレクター、並びに実務

経験の豊富なデザイナーにニーズが高く、当該職種は雇用の流動化も少なく派遣登録の絶対数が足りない状況で、派

遣稼動者数が前年比で減少いたしました。また、Ｗｅｂ制作の基礎的な工程を行うコーダーや実務経験の少ないデザ

イナーは、他の派遣企業や制作会社との市場競争が顕在化してきたとともに、求職者の正社員志向の高まりも相まっ

て前年比で減少いたしました。一方、ゲームエンタテインメント職種においては、ゲームユーザー人口が女性や高齢者

に拡大している一方、高度なグラフィックス技術を必要としないタイトルも多く発売されてきており、ゲームメー

カー各社は市場の動向を注視しつつ、内製化で不足する部分の開発を外部の制作企業へのアウトソースを中心に進め

ており、派遣稼動者数が伸び悩みました。この結果、売上高は5,090,453千円（同8.6％減）となりました。
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b)　人材紹介サービス

人材紹介サービスにつきましては、前半期におきましては、顧客の雇用ニーズが堅調に推移いたしました。後半期に

おきましては、特にＷｅｂ系企業の雇用ニーズが、景気の急速な悪化により低下しているものの、ゲームエンタテイン

メント系企業における雇用ニーズが比較的堅調に推移したことにより、有料職業紹介による斡旋が増加いたしまし

た。この結果、売上高は211,791千円（同15.5％増）となりました。

c)　トレーニングサービス

トレーニングサービスにつきましては、主に派遣登録者向け及び一般企業向けの有料トレーニングを実施いたしま

した。この結果、売上高は11,387千円（同43.9％増）となりました。

②　コンテンツ制作事業

コンテンツ制作事業につきましては、人材派遣・請負サービスにて取引を行っている顧客からのＷｅｂサイトや

ゲームの制作受託を行いました。連結子会社である株式会社バウハウス・エンタテインメントにおきましては、顧客

企業常駐型の大型案件を獲得したこと等により、制作受託が増加いたしましたが、同じく連結子会社である株式会社

インターアクティブデザインにおきましては、顧客企業の広告宣伝費抑制によるＷｅｂサイト制作案件の減少等の影

響により、制作受託は減少いたしました。この結果、売上高は743,978千円（同17.3％減）となりました。

③　メディア事業

当連結会計年度より出版事業から事業名称を変更したメディア事業につきましては、連結子会社である株式会社

ワークスコーポレーションにおいて、月刊誌の販売やクリエイターの知識及び技術力の向上を狙った書籍の販売を行

い、特に書籍販売は新刊を中心に好調に推移いたしました。また、Ｗｅｂに関わる人々の知識の標準化を目指し、「Ｗ

ｅｂ検定」の企画・開発を進め、2007年12月にスタートした「Ｗｅｂ検定　Ｗｅｂリテラシー」試験の上位資格にあ

たる「Ｗｅｂ検定　Ｗｅｂデザイナー」を2008年10月に、「Ｗｅｂ検定　Ｗｅｂディレクター」試験を2008年12月に、

「Ｗｅｂ検定　Ｗｅｂプロデューサー」試験を2009年2月にそれぞれ開始いたしました。さらに、近畿経済産業局が主

催した「クリエイティブビジネス　フェア２００８」の一環として「クリ博就職フェスタｉｎ大阪」を2008年10月

に、また、過去２回を上回る規模に拡大した「クリ博就職フェスタｉｎ東京」を2009年1月にそれぞれ開催し、延べ

6,000名を超える来場者を獲得するなど好評を博しました。しかしながら、月刊誌等への広告掲載数は景気悪化の影響

で伸び悩み、この結果、売上高は581,170千円（同6.4％減）となりました。

④　デザインツール・コンテンツサプライ事業

　デザインツール・コンテンツサプライ事業につきましては、連結子会社である株式会社マルチビッツが展開する各

種媒体の写真撮影サービスは、堅調に推移いたしましたが、デジタルデザインに必要な素材や制作ツールの販売にお

きまして、取扱商材のコモディティー化に伴う家電量販店や大手オフィス系通販会社等との価格競争、主要顧客層の

市場環境の悪化による買い控え等の影響により、売上高は1,424,757千円（同20.7％減）となりました。

⑤　その他事業

a)　アウトソーシングサービス

　アウトソーシングサービスにつきましては、メール配信サービスやＷｅｂサイトの運用保守等を行いました。この結

果、売上高は91,288千円（同6.2％増）となりました。

b)　その他サービス

　その他サービスにつきましては、主に教育機関向けのトレーニング及び講座支援を行いました。また、2008年10月、経

済産業省及び財団法人デジタルコンテンツ協会主催の「デジタルコンテンツＥＸＰＯ」の一環として、世界で活躍す

るアジアの研究者とクリエイターが集い、先端技術の発表や作品の展示を行う、学術・芸術・展示が一体となった総

合イベント「ＡＳＩＡＧＲＡＰＨ　２００８　ｉｎ Ｔｏｋｙｏ」の一部運営管理等を行いました。この結果、売上高は

15,510千円（同37.8％増）となりました。

(2)　キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は1,051,840千円となり、前連結会

計年度末と比較して195,240千円の減少（前年同期比15.7％減）となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
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（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、税金等調整前当期純損失429,674千円を計上いたしました。一方、営業活動の結果使用

した資金は159,244千円（前年同期は172,773千円の獲得）となりました。これは主に、減損損失123,882千円及び売

上債権の減少193,229千円、並びにたな卸資産の減少130,086千円による資金の増加、法人税等の支払182,497千円に

よる資金の減少等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、投資活動の結果使用した資金は86,776千円（前年同期比42.0％増）となりました。こ

れは主に、ソフトウエア等の無形固定資産の取得96,115千円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、財務活動の結果増加した資金は50,781千円（前年同期比66.4％減）となりました。こ

れは主に、短期借入金の増加50,007千円によるものであります。

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループが行う事業は、提供するサービスの性格上、生産実績の記載に馴染まないため、当該記載を省略して

おります。

(2）受注状況

　当連結会計年度における受注状況を事業の種類別に示すと次のとおりであります。
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事業の種類別セグメントの名称 受注高 (千円) 前年同期比（％） 受注残高 (千円)
対前年同期比増減率

（％）

コンテンツ制作事業 860,823 97.2 284,196 169.8

合計 860,823 97.2 284,196 169.8

(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業別
当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

構成比
（％）

対前年同期比増減率
（％）

 人材派遣・請負サービス （千円） 5,090,45362.3 △8.6

 人材紹介サービス （千円） 211,791 2.6 15.5

 トレーニングサービス （千円） 11,387 0.2 43.9

人材コンサルティング事業 （千円） 5,313,63365.1 △7.8

コンテンツ制作事業 （千円） 743,978 9.1 △17.3

メディア事業（注３） （千円） 581,170 7.1 △6.4

デザインツール・コンテンツ

サプライ事業
（千円） 1,424,75717.4 △20.7

  アウトソーシングサービス （千円） 91,288 1.1 6.2

  その他サービス （千円） 15,510 0.2 37.8

 その他事業 （千円） 106,798 1.3 9.8

合計 （千円） 8,170,338100.0 △11.0

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．総販売実績に対する販売実績の割合が100分の10以上の相手先が存在しないため、主な相手先別の販売実績

等の記載は省略しております。

３．当連結会計年度より事業区分名称を「出版事業」から「メディア事業」に変更いたしました。 

なお、株式会社デジタルスケープ単体における当事業年度の販売実績を事業別ごとに示すと、次のとおりであり

ます。

事業別
当事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

構成比
（％）

対前年同期比増減率
（％）

 人材派遣・請負サービス （千円） 5,273,73086.6 △8.1

 人材紹介サービス （千円） 213,604 3.5 15.8

 トレーニングサービス （千円） 11,387 0.2 43.6

人材コンサルティング事業 （千円） 5,498,72290.3 △7.3

コンテンツ制作事業 （千円） 474,553 7.8 △11.4

  アウトソーシングサービス （千円） 91,288 1.5 6.2

  その他サービス （千円） 26,670 0.4 136.9

 その他事業 （千円） 117,959 1.9 21.3

合計 （千円） 6,091,235100.0 △7.2

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３【対処すべき課題】

  当社グループの対処すべき課題は、収益力を強化することと考えており、当社の親会社となった株式会社イマジカ

・ロボット ホールディングスとの既存事業と親和性の高い領域における協業等を図ることにより相乗効果を発揮さ

せ、実現させていく所存であります。
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４【事業等のリスク】

　以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性についての事項を記載しております。また、当社

グループとして必ずしも事業上のリスクとは考えていない事項についても、投資判断上、あるいは当社グループの事業

活動を理解する上で重要と考えられる事項につきましては、投資者に対する積極的な情報開示の観点から記載してお

ります。当社グループは、これらのリスクの発生可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める

方針であります。また、以下の記載は本株式に対する投資に関連するリスクを全て網羅するものではありませんので、

この点ご留意ください。

　なお、文中における将来に係る事項は、有価証券報告書提出日（平成21年６月25日時点）において当社グループが判

断したものであります。

１．当社の事業について

　(1) 業界の動向について

　平成21年３月期の総売上高に対する人材コンサルティング事業売上高の構成比は65.1％であり、そのうち、人材派遣

・請負サービス売上高の構成比は62.3％であります。当社は、デジタルコンテンツの制作に係わる市場（以下、「デジ

タルコンテンツ市場」という。）の各企業に対して、デジタルクリエイターとＩＴエンジニアに特化した人材サービス

を主力として展開しております。したがって、当社の業績は当該デジタルコンテンツ市場の成長動向、並びに人材派遣

市場及び業務請負市場そのものの市場環境の変化の影響を受けます。

　①デジタルコンテンツ市場の動向について

　平成18年に政府が発表した「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」（2006年７月７日閣議決定）に

おいて、コンテンツ産業を今後の基幹産業の一つとし、その中でＩＴとサービス産業の革新の一環として「10年間で約

５兆円のコンテンツ市場の拡大」を目指すとの具体的な数値目標を設定し、コンテンツ分野における市場規模の拡大

を基本政策としています。特に、当社が注力するゲーム（オンラインゲームを含む。）、映像、出版、音楽、携帯コンテン

ツ等は、大容量コンテンツのインターネット配信サービスの定着、新型家庭用ゲーム機の普及、地上デジタル放送の開

始、ワンセグ携帯電話やソーシャル・ネットワーキング・サービス等のコミュニケーションツールやサービスの浸透

等、プラットフォームの高機能化やメディアの急速な拡大により、今後も拡大基調が続くものと考えられます。しかし

ながら、その確証はなく、また拡大基調が続いた場合においても参入者の増加につながる等、当社に必ずしもプラスの

影響を及ぼすとは限りません。

　②人材派遣市場及び業務請負市場の動向について

　人材派遣市場及び業務請負市場につきましては、世界的な景気悪化の影響を受けて、それまでの拡大基調から踊り場

を迎えております。人材派遣に対する需要については、引き続き企業が繁閑を問わず労働力の外部調達を活用して固定

費率を引き下げようとする流れはあるものの、企業業績の調整弁として使われた結果、特に製造業向け派遣を中心に事

業環境が左右される傾向が高まっております。また、労働環境に係る行政の考え方も変遷しつつあり、法規制等につい

ても変化しております。一方、デジタルコンテンツ市場に関わる人材派遣市場及び業務請負市場については、要求され

る専門性の高さから景気減速の影響を受けつつも製造業向けに比べると相対的に影響は少ないと考えております。

 

　（2）競合について

　前述のとおり、デジタルコンテンツ市場の拡大は継続しているものの、当該市場に関わる人材派遣市場及び業務請負

市場については景気減速の影響から顧客企業の手控え感が広がり労働力の外部調達は調整局面を迎えております。そ

のような中、当社の業績におきましても人材派遣・請負サービスを中心に派遣稼動者数について少なからず影響を受

けているものと認識しております。

　このような環境下において、当社と同様にデジタルクリエイターやＩＴエンジニアを派遣職種として取り扱う大手派

遣会社や、当該職種を含む技術的職種に特化した専門特化型派遣会社等の競合他社は、職種の拡大や事業再編などによ

り新たな成長戦略を模索している状況にあります。

　当社は、平成７年10月、デジタルハリウッド株式会社（デジタルクリエイター養成スクールの運営会社）が養成した

デジタルクリエイターを市場に供給することを目的として設立された会社であります。そのような経緯から、市場ニー

ズをいち早く掴むことを活かし、設立当初から当該デジタルクリエイターと市場ニーズのマッチングを目的とした実

践的トレーニングを実施してまいりました。したがって、当社は、デジタルクリエイターやＩＴエンジニアに対する実

践的トレーニング及び当該派遣登録者と顧客企業とのマッチングに係る豊富なノウハウを有しており、当該ノウハウ

を活かし、高度な専門性を有するデジタルクリエイターやＩＴエンジニアを常に市場に供給することにより、市場優位

性を確保していると考えております。また、次期成長戦略においても設立より蓄積した実践的トレーニングノウハウお

よびマッチングノウハウを応用した事業構築が引き続き競合優位性を生み出すものと考えております。 
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　しかしながら、本来、人材派遣業、業務請負業に係る参入障壁は比較的低いものと思われ、予期しえぬ新たな参入事業

者の登場が現実となった場合には当社の競合及び競争環境が変化し、当社の業績に悪影響を与える可能性があります。

 

（3）業務請負について

　当社の主力事業である人材コンサルティング事業のうちの「人材派遣・請負サービス」を構成する業務請負は、顧客

企業から企業ネットワークの運営管理やコンテンツ制作等を一括して請負い、当該作業を完了させるサービスであり

ます。

　昨今、労働者派遣法等に違反し、労働安全衛生法等に定める事業主責任があいまいになることから偽装請負が社会的

に問題となっております。当社は「労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準（昭和61年厚生

労働省告示第37号）」その他の関連法令の規定にしたがって、当社が請負により行われる業務であると判断した業務

についてのみ請負作業を受注しておりますとともに、関係法令等の社内教育の徹底を行っております。

　また、当社は業務請負事業者として、仕事の完了（請負作業の完了）について顧客企業に対する責任を負うとともに、

請負作業の遂行に当たり発生する労働災害、器物損壊等の損害に係る責任をも負っております。

２．法的規制について

　（1）許認可について

　当社の主力事業である人材コンサルティング事業のうちの「人材派遣・請負サービス」を構成する一般労働者派遣

事業（人材派遣事業）は、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律

（以下、「労働者派遣法」という。）」の規制を受け、厚生労働大臣の許可を受けなければ事業を行うことできません。

　また、当該事業のうちの「人材紹介サービス」を構成する有料職業紹介事業は、職業安定法の規制を受けており、人材

派遣事業と同様に厚生労働大臣の許可を受けなければ事業を行うことはできません。

　①一般労働者派遣事業に係る許可について

　人材派遣事業は、派遣される労働者の雇用形態により「特定労働者派遣事業」と「一般労働者派遣事業」に区分され

ております。

　特定労働者派遣事業は、派遣される労働者が派遣元に常時雇用されている派遣事業であり、当該事業は届出制となっ

ております。一方、当社が主に行う一般労働者派遣事業は、派遣を希望する労働者を登録しておき、労働者を派遣する際

にその登録されている労働者の中から条件に合致する労働者を雇い入れた上で派遣する派遣事業であり、労働者派遣

法第５条に基づき、当該事業は厚生労働大臣による許可制となっております。

　当社は、東京本社及び大阪支店、並びに名古屋支店について一般労働者派遣事業の許可を厚生労働大臣から受けてお

ります。なお、東京本社及び各支店に係る当該許可の次回更新時期は平成25年12月31日となっております。

　また、労働者派遣のうち、当社が派遣労働者並びに派遣先の間の雇用関係の成立の斡旋を行い、または行うことを予定

するものである紹介予定派遣を行う場合、労働者派遣並びに職業紹介の許可を受けまたは届出を行う必要があります。

当社は一般労働者派遣事業並びに有料職業紹介事業の許可を受けております。

　②有料職業紹介事業に係る許可について

　職業紹介事業は、求人及び求職の申込を受け、求人者と求職者との間における雇用関係の成立を斡旋する事業であり

ます。また、有料職業紹介事業とは、職業紹介事業について手数料または報酬を受けて行う事業であり、求職者に紹介し

てはならない職業（港湾運送業務に就く職業、建設業務に就く職業等）以外の職業について、職業安定法第30条第１項

に基づく厚生労働大臣の許可を受けて行うことができます。

　当社は、東京本社及び大阪支店、並びに名古屋支店について有料職業紹介事業の許可を厚生労働大臣から受けており

ます。なお、東京本社及び各支店に係る当該許可の次回更新時期は平成23年１月31日となっております。

　（2）関連法令について

　①一般労働者派遣事業について

　当社の行う一般労働者派遣事業を規制する労働者派遣法は、常用雇用社員の雇用確保の観点から、人材派遣を行うこ

とのできる業務を26の業務（以下、「専門26業務」という。）に限定しておりましたが、平成11年12月に行われた当該

法令の改正後は、港湾運送業務、建設業務、警備業務及び政令において定める業務（製造業務、医療関係業務、人事労務

管理関係の使用者側の直接当事者となる業務及び弁護士、公認会計士、社会保険労務士等の士業者）を除き派遣対象業

務は原則自由化されました。この際、派遣受入期間の上限について専門26業務は３年間、その他の業務はいくつかの例

外を除き１年間という制限が残りましたが、平成16年３月に行われた改正においては、派遣受入期間の条件付延長（専

門26業務は３年間から無制限に、それ以外の業務は１年間から３年間に延長。）が認められ、その他にも製造業務や医

療関連業務に対する適用対象業務の条件付拡大、許可・届出手続きの簡素化等の緩和的措置が盛り込まれました。

EDINET提出書類

株式会社デジタルスケープ(E05459)

有価証券報告書

 19/104



　相次ぐ規制緩和により、労働力の機動的確保が可能となったことで企業業績を押し上げることになった反面、景気減

速局面においては調整弁として雇用が維持されなくなり社会的問題として取り上げられることとなりました。このよ

うな状況を踏まえて、再び規制強化の機運も高まっており、今後の法制改定の如何によっては当社の業績になんらかの

影響を及ぼす可能性があります。

　②有料職業紹介事業及び紹介予定派遣について

　当社の行う有料職業紹介事業を規制する職業安定法は、当該事業を国の職業紹介事業を補完するものと位置付け、適

用対象職種を厳しく限定してきましたが、平成９年の労働省令の改正により規制が緩和され、適用対象職種がホワイト

カラーの分野で大幅に自由化されました。

　さらに、労働力受給調整に係る新たな国際労働基準である「ＩＬＯ第181号条約」の内容を踏まえ、平成11年12月に職

業安定法の改正が行われました。当該改正により、民間職業紹介事業者が取り扱う職種は原則自由化され、人材派遣事

業と同様に有料職業紹介事業に係る参入障壁も低くなりつつあります。

　また、平成12年12月に認可された紹介予定派遣は、平成16年３月の労働者派遣法の改正によりその規制が見直され、派

遣就業中の派遣労働者及び派遣先に対する求人・求職の意思及び求人・求職条件の確認、派遣受入開始前及び派遣就

業中の求人条件または採用内定の明示、派遣就業開始前の面接及び履歴書の送付等が解禁されました。これらの規制緩

和により、人材派遣事業と同様に紹介予定派遣に係る参入障壁も低くなりつつあります。

　③労働関連法令の変更について

　労働基準法、労働者派遣法、職業安定法、健康保険法、厚生年金保険法及びその他の労働関連法令は、当社の事業と密接

に関係しております。

　しかしながら、昨今の労働市場を取り巻く社会情勢変化等に応じて労働関連法令の改正等が行われた場合、当社の事

業及び業績に対して何らかの影響が及ぶ可能性があります。

３．当社の経営について

　（1）社会保険（健康保険及び厚生年金保険）の加入等について

　当社は、派遣労働者の社会保険加入に係る経営方針として、社会保険の適用要件を満たす者は全て社会保険に加入さ

せることとしておりますが、社会保険適用者数は漸増しており、当社の社会保険料負担額も増加する傾向にあります。

また、社会保険に係る関連法令の改正（パート・アルバイトに係る適用要件の拡大等）等により、今後、当社の社会保

険費用負担が増大する可能性があります。

　（2）派遣登録者の確保、維持及び育成について

　当社の主力事業は人材コンサルティング事業であり、当該事業を継続するに当たり、派遣登録者の確保、維持及び育成

（教育トレーニング）は重要であります。また、就業中の派遣労働者（就業スタッフ）及び未就業の派遣登録者のフォ

ローの実施、顧客企業のニーズと派遣登録者のスキルレベル等の適切かつ迅速なマッチングを行う人材マッチングシ

ステム「Ｍｅｅｔｓ（ミーツ）」の活用等、これらの一連の仕組みが適切に機能することにより、当社の競争力は高位

安定的に維持されているものと思われます。

　なお、平成21年３月31日現在、当社の就業スタッフの平均年齢は31.9歳となっておりますが、今後の派遣登録者の主要

年齢層に該当すると思われる20歳から29歳までの若年人口は、平成８年度の19,130千人をピークに、それ以降漸減傾向

（注）にあります。また、既存の競合者や新規参入者との競争の激化により派遣登録者獲得競争は今後さらに激化する

可能性があり、当社の必要とする派遣登録者の質量を確保できない場合には、当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があ

ります。

（注）総務省統計局が発表する、国勢調査に基づく我が国の推計人口統計によっております。

　（3）今後の事業展開に係る方針について

　当社グループは「付加価値の高いコンテンツを必要とする顧客に対し、優れたクリエイターの供給と企画・制作を行

うプロフェッショナル集団となる」という新ビジョンのもと、市場変化に柔軟に対応しつつ、短期的な業績の変動にと

らわれず、大胆かつ有効な資源配分の投入により、今後の当社の持続的成長を可能とするための収益基盤の構築を図っ

てまいります。

  一方、足元の業績におきましては、２期連続で当期純損失を計上いたしました。これは主に、連結子会社の事業におけ

る減損損失の計上や、事業縮小の計画に伴うたな卸資産評価損の計上等、特別損失を計上したことに起因しておりま

す。また、当連結会計年度は、売上高の減少の影響もあり、営業損失及び経常損失を計上し、当連結会計年度の営業

キャッシュ・フローにつきましてもマイナスの結果となりました。

  そのため、当社グループは収益力の強化を最優先に、当社の親会社となった株式会社イマジカ・ロボット ホール

ディングスとの既存事業と親和性の高い領域における協業等を図ることにより相乗効果を発揮させ、実現させていく

所存でありますが、特に、主力である人材コンサルティング事業の成長に寄与することを目的として、当社グループに

おける事業の一部につき、売却、縮小、撤退その他の再編を行う予定であります。
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  このような事業再編を行うことにより、当社グループにおいて将来の費用及び資金負担が発生するおそれがあり、当

社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。　

（4）知的財産権等の侵害に係るリスクについて

　当社が派遣する派遣労働者（就業スタッフ）が派遣先において制作するデジタルコンテンツ等、または当社が制作を

受託して当社の従業員、契約社員または外注先が制作するデジタルコンテンツ等に係る制作技術及びノウハウは、一般

的に特許権、実用新案権等の工業所有権出願に馴染む性格のものではなく、この点において、当社が事業を行うに当た

り、第三者の有する特許権、実用新案権等の工業所有権を侵害する可能性は少ないものと思われ、また過去において当

社が第三者の有する特許権、実用新案権等の工業所有権を侵害した実績もありません。

　一方、例えばＣＧで制作されたオリジナルキャラクターが既存の著名なキャラクターに酷似してしまう等、それらの

デジタルコンテンツが結果として第三者の著作権を侵害することは充分に想定されます。したがって、当社は当該事態

を招来しないよう、当社の派遣登録者及び当社の従業員全員より、登録時または入社時に第三者の著作権を侵害しない

旨の誓約書を徴求し、第三者の著作権の侵害の予防に努めております。

　なお、就業スタッフが派遣先において制作したデジタルコンテンツによる第三者の著作権の侵害の有無につきまして

は、当該就業スタッフは派遣先の指揮命令の下にあることから派遣先における管理監督者が確認いたします。また、当

社の従業員、契約社員または外注先が制作したものにつきましては、当社が当該デジタルコンテンツによる第三者の著

作権の侵害の有無を確認いたします。

　しかしながら、我が国において、著作権は特許権、実用新案権、商標権等と異なり、創作物を創作した時点で権利が発生

し、発生のためには何らの方式を要しない権利（無方式主義）であることから、権利の侵害の有無に係る確認の範囲は

自ずと限定されるため、著作権侵害に係る問題を完全に回避することは困難であります。万が一、他人から著作権を侵

害しているとの指摘が行われた場合、当社は紛争解決までに多大な時間的及び金銭的コストを負担しなければならな

いおそれがあり、その場合には当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　（5）個人情報の管理について

　当社は、人材コンサルティング事業を行うに当たり、派遣登録者や職業紹介希望者の個人情報を有しておりますが、労

働者派遣法第24条の３並びに職業安定法第５条の４の規定により、当該個人情報の適正な管理が義務付けられており

ます。

　当社は、当該法令の規定の遵守をも踏まえた情報管理という観点から、個人情報の厳正な管理及び漏洩防止を定めた

「個人情報保護管理規則」を制定し、それに加えて当社の全ての従業員との間においては機密保持に係る「秘密保持

契約書」若しくは「誓約書」を個別に締結して、個人情報の漏洩の未然防止に努めております。

　さらに、当社は、派遣登録者の個人情報をも含めた重要な業務管理情報についてＩＤ及びパスワードによって管理す

るとともに、インターネットを通じた外部からのアクセスによる情報流出の防止策を採用しております。

　また、平成15年５月に成立した個人情報保護法が平成17年４月１日からの全面施行に先立ち、平成17年３月にプライ

バシーマークを取得しております。

　しかしながら、このような対策をもってしても個人情報を含むそれらの重要情報に係る社外漏洩を防止できず、当該

情報漏洩に起因して第三者に何らかの損害が発生した場合には、当社が損害賠償請求の対象となる可能性があります。

また、当社の情報管理体制に係る良くない風評が発生し、当社の事業活動に悪影響を及ぼす可能性があります。

（6）業務管理情報システムに係るリスクについて

　当社は業務管理情報システムを保有しており、当該システム内に、派遣登録者の個人情報及び顧客企業に係る基本情

報等を蓄積しております。これらの情報は、顧客企業のニーズに対して最適である派遣登録者を選択し、迅速にマッチ

ングすることを可能としております。また、当社は、派遣登録者に対する労働債務の管理、給与の支払、顧客企業に対す

る派遣代金等の請求、与信管理等の業務も当該システムによって行っており、当社の業務効率は当該システムに大きく

依存しております。

　しかしながら、当該システムが稼動しているサーバー（バックアップ用サーバーを含めて２台）が、不測の事態（地

震等の災害に伴う停電、故障等）により同時に停止した場合には、当社の業務の遂行に支障を来たし、ひいては当社の

業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

　（7）代表取締役社長に対する依存について

　当社の経営方針及び経営戦略の決定、並びに実行の側面において、当社の創業者であり代表取締役社長である藤川幸

廣が重要な役割を担っております。当社は、藤川幸廣に対して過度に依存しない体制を徐々に構築しつつありますが、

現時点においては、藤川幸廣が代表取締役社長を退く等、何らかの理由により当社への関与を停止した場合、今後の当

社の経営戦略及び業績に何らかの影響を及ぼす可能性があります。
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　４．親会社との関係について

　(1) 株式会社イマジカ・ロボット ホールディングスと当社の関係について

　株式会社イマジカ・ロボット ホールディングスは、平成21年３月23日から平成21年５月７日の間に実施された同社

による当社株式等の公開買付けの結果、当社の発行済株式総数の91.27％を保有することとなり、平成21年５月14日付

で新たに当社の親会社となりました。また、平成21年５月21日、同社を完全親会社、当社を完全子会社とする株式交換を

行うことを決定し、両社間で株式交換契約を締結しております。当株式交換契約の詳細につきましては、「５．経営上

の重要な契約」に記載しております。

　同社及び同社グループ企業との取引関係はありますが、事業上の依存関係は無く、その取引条件及び取引条件の決定

方針につきましては、一般的取引条件と同様に決定しております。

　提出日現在、当社取締役会におきましては、取締役７名のうち３名が常勤取締役、４名が同社からの社外取締役、監査

役１名が同社からの社外監査役で構成されております。

  なお、平成21年３月31日現在当社の親会社であったカルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社は、その保有する

当社株式のすべてを本公開買付けに応募した結果、平成21年５月14日付で当社の親会社に該当しないことになりまし

た。

　(2) デジタルハリウッド株式会社について

　カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社の連結子会社であるデジタルハリウッド株式会社は、平成６年10月に

デジタルクリエイターの発掘及び育成を目的として設立された会社であり、デジタルクリエイター養成スクール及び

大学、並びに大学院の運営をその事業内容としております。

　当社は、当社が行う宣伝活動（求人誌等による派遣登録者の募集）及び口コミによって大半の派遣登録者を獲得して

おりますが、当社は同社が養成したデジタルクリエイターを市場に供給することを目的として設立された会社であり、

また現在においても同社が我が国有数のデジタルクリエイター養成スクールの運営会社であるという理由から、当社

の派遣登録者のうちの30％程度を、同社が運営するデジタルクリエイター養成スクールの卒業生が占める状態が継続

しております。

　人材派遣・請負サービスにつきましては、当社と同社の間には派遣登録者獲得に係る業務提携等が何ら存在する訳で

はなく、同社が運営するデジタルクリエイター養成スクールの卒業生の当社への派遣登録は全て当該卒業生の意思決

定に拠るものであり、当該派遣登録について、当社と同社との間における取引関係は一切存在いたしません。

　当社とデジタルハリウッド株式会社との間の取引につきましては、連結財務諸表の注記事項（関連当事者情報）に記

載しております。

 

５【経営上の重要な契約等】

株式会社イマジカ・ロボット ホールディングスによる当社の完全子会社化について

株式会社イマジカ・ロボット ホールディングス（以下、「イマジカ・ロボット ホールディングス」といいます。）

は、当社の完全子会社化を目的として公開買付けを実施しました。また、公開買付けの結果、当社株式の全てを取得でき

なかったため、同社を完全親会社、当社を完全子会社とする株式交換を実施することとなりました。

（1）公開買付けの概要

　当社は、平成21年３月19日開催の取締役会において、イマジカ・ロボット ホールディングスによる当社株式等の公

開買付け（以下、「本公開買付け」といいます。）について、賛同の意を表明することを決議し、その旨の意見表明を

いたしました。

　本公開買付けは、平成21年３月23日から平成21年５月７日まで実施され、その結果同社による当社の発行済株式総数

（29,304株）に対する所有割合は、本公開買付け前の2.05％（600株）から91.27％（26,746株）になり、平成21年５

月14日付で当社の親会社となりました。

① 買付け等を行う株券等の種類

　　　 普通株式及び新株予約権

　　② 買付け等の期間

平成21年３月23日（月曜日）から平成21年５月７日（木曜日）まで（30営業日）

　　③ 買付け等の価格

　　　・普通株式　　１株につき12,000円

      ・新株予約権　

　　　 ア.平成16年３月24日開催の当社臨時株主総会の決議に基づき発行された新株予約権１個につき、金１円

　　　 イ.平成17年６月24日開催の当社定時株主総会の決議に基づき発行された新株予約権１個につき、金１円
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　④ 買付け等の価格の算定根拠等

大阪証券取引所ニッポン・ニューマーケット「ヘラクレス」市場における平成21年３月18日の当社普通株式に

係る終値8,700円に対して37.93％（小数点以下第三位を四捨五入）のプレミアム、また同日までの過去１ヶ月

(8,361円)、３ヶ月(11,789円)の終値単純平均に対して、それぞれ43.52％、1.79％（小数点以下第三位を四捨五

入）のプレミアムを加えた価格となります。

 ⑤ 買付け予定の株式等の数 

買付予定数は、本公開買付けによりイマジカ・ロボット ホールディングスが取得する当社の株券等の最大数と

して、当社が平成21年２月13日に提出した第14期第３四半期報告書に記載された平成20年12月31日現在の発行済

株式総数（29,304株）に、公開買付期間の末日までに当社新株予約権の行使により発行または移転される可能性

のある当社株式（平成20年12月31日以降平成21年３月19日までに当社新株予約権が行使されたことにより発行ま

たは移転された当社株式を含みます。）の最大数（1,249株）を加え、平成21年３月19日現在同社が保有する当社

株式（600株）を控除した株式数（29,953株）です。

なお、応募株券等の総数が「買付予定数の下限」（18,937株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買付けを

行いません。応募株券等の総数が買付予定の下限以上の場合には、応募株券等の全部の買付けを行います。

    ⑥ 決済の開始日

 　 平成21年５月14日（木曜日）

（2）株式交換契約の概要

　当社は、平成21年5月21日開催の取締役会において、イマジカ・ロボット ホールディングスを株式交換完全親会社と

し、当社を株式交換完全子会社とする株式交換（効力発生日平成21年７月１日。以下、「本株式交換」といいます。）

を行うことを決議し、同日付で株式交換契約を締結いたしました。

①　株式交換による完全子会社化の目的

イマジカ・ロボット ホールディングス及び当社は、環境変化が激しい映像関連・デジタルコンテンツ業界の中で

勝ち抜き、各々の事業展開をより一層強化するために、両社がグループとして一体となって事業拡大を図り、各々の経

営資源等を相互に補完・有効活用することが最良の選択であるという認識に至り、そのためには、より一層の迅速か

つ柔軟な意思決定の実現や、両社一体となった経営戦略の策定・遂行を円滑に実現することが必要不可欠と考え、両

社がかかる目的を達成するため、同社による当社の完全子会社化が必要と考えております。

　 同社は、本公開買付けにおいて同社が当社の発行済株式の全てを取得できなかった場合には、原則として、同社を完

全親会社、当社を完全子会社とする本株式交換の方法により、当社の発行済株式の全てを取得し、当社を完全子会社化

することを予定しておりました。

　 かかる経緯を踏まえ、同社及び当社は、本公開買付けの応募結果及びその他の状況を慎重に検討した結果、予定どお

り本株式交換を実施すること、また、本公開買付けに応募しなかった当社の株主に投下資本回収の機会を提供するた

め、本株式交換に際しては、当社の株主に対して、当社普通株式１株につき本公開買付けの買付け価格と同一の金銭を

交付することで合意し、本株式交換契約を締結いたしました。

 ②　株式交換効力発生日

　平成21年７月１日

 ③　株式交換の方法

　 平成21年５月21日に締結した株式交換契約書に基づき、平成21年７月１日を本株式交換の効力発生日として、効力発

生日の前日における最終の株主名簿に記載された当社の株主（イマジカ・ロボット ホールディングスを除きます。

以下同じ。）が保有する全ての当社の普通株式をイマジカ・ロボット ホールディングスに移転させ、当社の株主に対

し、その対価として金銭を交付いたします。これにより、当社は同社の完全子会社となります。なお、本株式交換につい

ては、同社は簡易株式交換（会社法第796条第３項）、当社は略式株式交換（会社法第784条第１項）の規定により、そ

れぞれ株主総会の承認を得ないで株式交換手続きを行う予定です。
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 ④　算定根拠

  イマジカ・ロボット ホールディングス及び当社は、本公開買付けの結果を受け、本公開買付価格算定のための株主

価値評価時点以降における当社の財務状況及び経営成績の状況を検討し、本公開買付価格算定の際に行った当社の株

主価値の評価結果に重大な影響を及ぼす事象が発生していないことを確認の上、本公開買付けの応募株式数等の結

果、当社の市場株価の動向、本公開買付け及び本株式交換を通じての当社の株主間の公平等を検討した上で、両社間で

協議を行った結果、本株式交換に際して交付される金銭の額を、当社の普通株式１株につき本公開買付価格と同額で

ある12,000円とすることで合意いたしました。なお、本株式交換において交付される金銭の額を決定するにあたり、算

定機関の意見は聴取しておりません。

 ⑤　イマジカ・ロボット ホールディングスの概要 

商号　　　　　　株式会社イマジカ・ロボット ホールディングス 

本店所在地 　 　大阪府大阪市北区同心１丁目８番14号

代表者の氏名　　代表取締役社長　長瀬文男

資本金　　　　　2,740百万円

事業内容　　　　映像技術サービス事業、映像ソフト事業、放送事業、映像システム事業

 

６【研究開発活動】

該当事項はありません。

７【財政状態及び経営成績の分析】

当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は、原則として連結財務諸表及び財務諸表に基づい

て分析した内容であります。なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成21年６月25日）現在にお

いて当社グループが判断したものであります。

(1)　重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表及び財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して作成しております。その作成には経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金

額及び開示に影響を与える見積りを必要としております。経営者は、これらの見積りについて過去の実績等を勘案

し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合が

あります。

　当社グループは、特に次の重要な会計方針が、連結財務諸表及び財務諸表作成における重要な見積りの判断に大き

な影響を及ぼすと考えております。

①　貸倒引当金の計上基準

当社グループは、売上債権等の貸倒損失に備えて回収不能となる見積額を貸倒引当金として計上しております。

将来、顧客の財務状態が悪化し、支払能力が低下した場合には、引当金の追加計上または貸倒損失が発生する可能

性があります。

②　固定資産の減損処理

当社グループが保有する固定資産につきまして、収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなった場合、固

定資産の減損処理を行っております。なお、当連結会計年度において、一部資産グループに属する固定資産の減損

処理を行い、減損損失として123,882千円を計上しております。これ以外の資産グループに属する固定資産につい

て減損処理が必要なものはありませんが、将来、当資産グループの業績不振により、減損損失を計上する可能性が

あります。

③　繰延税金資産の回収可能性の評価

当社グループは、繰延税金資産の回収可能性の評価に際して、将来の課税所得を合理的に見積っております。繰

延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存しますので、その見積額が減少した場合は繰延税金資

産が減額され、税金費用が計上される可能性があります。
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(2)　経営成績の分析

当連結会計年度におけるわが国経済は、米国を震源とする世界的な金融危機の影響により、企業収益は大幅に減

少し、株式・為替市場の混乱、企業の設備投資の減少、製造業を中心とした雇用の大幅な調整など、急速な悪化が続

いており、厳しい状況にあります。このような経済状況の下、当連結会計年度の業績は、売上高8,170,338千円（前

年同期比11.0％減）、営業損失165,331千円（前年同期は営業利益182,205千円）、経常損失192,252千円（前年同

期は経常利益141,572千円）、当期純損失403,584千円（前年同期は純損失579,070千円）となりました。

特に、当期純損益につきましては、２期連続で純損失を計上いたしました。これは、主に連結子会社の事業におけ

る減損損失の計上や、事業縮小の計画に伴うたな卸資産評価損の計上等、特別損失を計上したことが原因でありま

す。また、当連結会計年度は、売上高の減少の影響もあり、営業損失及び経常損失を計上し、当連結会計年度の営業

キャッシュ・フローにつきましてもマイナスの結果となりました。

①　売上高

　当連結会計年度の売上高は8,170,338千円（前年同期比11.0％減）でありますが、そのうち、人材コンサルティン

グ事業売上が5,313,633千円（同7.8％減）と全売上の65.1％を占めております。人材コンサルティング事業売上を

事業のサービス別に分類すると、人材派遣・請負サービスが5,090,453千円（同8.6％減）、人材紹介サービスが

211,791千円（同15.5％増）、トレーニングサービスが11,387千円（同43.9％増）となっております。その他、コン

テンツ制作事業売上が743,978千円（同17.3％減）、メディア事業売上が581,170千円（同6.4％減）、デザインツー

ル・コンテンツサプライ事業売上が1,424,757千円（同20.7％減）、その他事業売上が106,798千円（同9.8％増）

となっております。

　なお、人材派遣・請負サービスにつきまして、延べ派遣人数における派遣職種別割合は、Ｗｅｂソリューション職

種が47.6％（前年同期は47.1％）、エンタテインメント職種が46.7％（同47.5％）、その他職種が5.7％（同

5.4％）となっております。

②　販売費及び一般管理費の分析

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は2,084,996千円（前年同期比7.2％減）であり、当連結会計年度の売上

高に占める販売費及び一般管理費率は、25.5％（前年同期は24.5％）となっております。

(3)　資本の財源及び資金の流動性についての分析

 　　 ①  キャッシュフローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、短期借入金の増加等による財務キャッ

シュ・フローの増加はあったものの、税金等調整前当期純損失の計上等による営業キャッシュ・フローの減少及び

無形固定資産の取得等による投資キャッシュ・フローの減少により1,051,840千円（前年同期比15.7％減）となり

ました。

なお、営業活動の結果使用した資金は159,244千円（前年同期は172,773千円の獲得）となりました。

②　資金需要について

当連結会計年度において、ＥＣサイト・販売物流システム再構築等の無形固定資産の取得等あわせて、119,077千

円を支出しております。当該支出につきましては主に内部留保資金や外部からの借入で得た資金を充当しておりま

す。

 　　　 今後の必要資金につきましては、営業活動により生み出されるキャッシュ・フローの他、外部からの借入等を慎重に

検討し、対応していく予定です。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度は、デザインツール・コンテンツサプライ事業における基幹システムの再構築や、人材コンサルティ

ング事業等における情報共有による営業効果向上や生産性向上を目的としたソフトウエア及び工具、器具及び備品

等、あわせて67,818千円の設備投資を実施いたしました。

　主な設備投資の内訳は、株式会社マルチビッツのＥＣサイトの再構築34,750千円、当社の人材システムの強化3,880

千円であります。

  なお、デザインツール・コンテンツサプライ事業において、ソフトウエアの減損60,527千円を実施しております。

  

 

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

　当社は、国内に３ヶ所の事業所を有しております。

　平成21年３月31日現在における各事業所の設備、投下資本及び従業員の配置状況は、次のとおりであります。

事業所名
(所在地)

事業の種類
別の名称

設備の内容
帳簿価額（千円） 従業

員数
(人)

建物
器具及
び備品

 リース
資産

ソフト
ウエア

敷金保
証金

合計

本社

(東京都渋谷区)

人材コンサ

ルティング

事業

コンテンツ

制作事業

統括業務施

設

営業拠点

トレーニン

グ施設

24,75514,52729943,597119,510202,690
88

(8) 

大阪支店

(大阪市北区)

人材コンサ

ルティング

事業

営業拠点

トレーニン

グ施設

2,595 614 － 46 8,12211,378
8

(-) 

名古屋支店 

(名古屋市中区) 

人材コンサ

ルティング

事業

営業拠点 

トレーニン

グ施設 

1,714 114 － 1,2341,2874,350
3

(2) 

　（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。

２．従業員数の（　）は、臨時雇用者数（年間の平均人員数）を外書しております。

 

(2）国内子会社

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容
帳簿価額（千円）

従業員数
（人）建物

器具及
び備品

 ソフト
ウエア

 敷金保
証金

合計

㈱バウハウス・

エンタテインメ

ント 

本社 

(東京都渋谷区)

コンテンツ

制作事業 

ソフトウエ

ア等
4011,0056,157 － 7,564

19

(34) 

㈱マルチビッツ
本社 

(東京都渋谷区)

デザイン

ツール・コ

ンテンツサ

プライ事業 

ソフトウエ

ア等
5918,95839,184－ 48,735

12

(10) 

　（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。

２．従業員数の（　）は、臨時雇用者数（年間の平均人員数）を外書しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、経済動向、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

　なお、平成21年３月31日現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。

(1）重要な設備の新設

会社名
事業所
名

所在地
事業の
部門別
の名称

設備の内容
投資予定金額 資金

調達
方法

着手及び完了予定 完成後
の増加
能力

総額
（千円）

既支払額
（千円）

着手 完了

 ㈱デジタ

ルスケープ
 本社

東京都
渋谷区

 人材コ

ンサル

ティン

グ

システムイ

ンフラ増強
12,500－

自己

資金
 平成21年６月平成22年３月  －

 ㈱デジタ

ルスケープ
 本社

東京都
渋谷区

人材コ

ンサル

ティン

グ

基幹システ

ム強化
13,000－

自己

資金
 平成21年７月平成22年３月  －

 ㈱デジタ

ルスケープ
 本社

東京都
渋谷区

人材コ

ンサル

ティン

グ

人材システ

ム強化
18,000－

自己

資金
 平成21年９月平成22年３月  －

(2）重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,000

計 48,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年６月25日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 29,304 29,304

大阪証券取引所ニッポン

・ニュー・マケット「ヘ

ラクレス」

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 29,304 29,304 － －

  （注）　当社は、平成21年５月21日に株式会社イマジカ・ロボット ホールディングスと株式交換契約を締結しその結

果、効力発生日である平成21年７月１日をもって同社の完全子会社となる見込みであります。

　　　　　このため大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マケット「ヘラクレス」の株式上場廃止基準に従って、平成21年6月

22日付で上場廃止となりました。

 

（２）【新株予約権等の状況】

 　 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①平成16年３月24日臨時株主総会決議

区分
事業年度末現在

（平成21年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成21年５月31日）

新株予約権の数（個） 163 －

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 －

新株予約権の目的となる株式の数（株） 489 －

新株予約権の行使時の払込金額（円） 73,334 －

新株予約権の行使期間
自　平成18年３月25日

至　平成26年３月24日
－

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 73,334　　　　　

 資本組入額　 36,667　　　　

　

－

－

新株予約権の行使の条件

(8)ストックオプション制

度の内容　（平成16年３月

24日臨時株主総会決議）

をご参照ください。

－

新株予約権の譲渡に関する事項

(8)ストックオプション制

度の内容　（平成16年３月

24日臨時株主総会決議）

をご参照ください。

－

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －
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②平成17年6月24日第10回定時株主総会決議

区分
事業年度末現在

（平成21年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成21年５月31日）

新株予約権の数（個） 729     －

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 －

新株予約権の目的となる株式の数（株） 729     －

新株予約権の行使時の払込金額（円） 278,000 －

新株予約権の行使期間
自　平成19年６月25日

至　平成27年６月24日
－

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 278,000　　　

 資本組入額　 139,000

 － 

－

新株予約権の行使の条件

(8)ストックオプション制

度の内容　（平成17年６月

24日第10回定時株主総会

決議）をご参照ください。

－

新株予約権の譲渡に関する事項

(8)ストックオプション制

度の内容　（平成17年６月

24日第10回定時株主総会

決議）をご参照ください。

－

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

 

（注）当社は、平成21年３月23日から平成21年５月７日の間に実施された株式会社イマジカ・ロボット ホールディ

ングスによる当社株式等の公開買付けにおいて、当社役員及び従業員が有する新株予約権の全部について権利

放棄する旨の申出を受理し、平成21年５月20日に抹消登記をいたしました。

　　　この結果、提出日現在において該当事項はありません。 
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成17年２月９日

（注）１
1,000 9,480 102,000 329,000 164,800 297,300

平成17年５月20日

 　　 （注）２
18,960 28,440 － 329,000 － 297,300

平成17年６月１日～ 

平成18年３月31日

 　　 （注）３

194 28,634 7,113 336,113 7,113 304,413

平成18年４月１日～ 

平成19年３月31日

 　　 （注）３

664 29,298 24,346 360,460 24,346 328,760

平成19年４月１日～ 

平成20年３月31日

 　　 （注）３

6 29,304 220 360,680 220 328,980

平成20年６月25日

 　　 （注）４
－ 29,304 － 360,680△232,914 96,066

　（注）１．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　　266,800円

資本組入額　　102,000円

 　　　　　 払込金総額　　266,800千円

        ２．１株につき３株の割合をもって株式分割し、発行済株式総数が18,960株増加しております。

３．新株予約権等の行使による増加であります。

４．会社法第448条第１項の規定に基づく資本準備金の減少であります。

（５）【所有者別状況】

 平成21年３月31日現在

区分

株式の状況

端株の状況
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 
個人その他 計

個人以外 個人

株主数

（人）
－ 2 9 15 2 1 1,2481,277 －

所有株式

数（株）
－ 237 345 18,511 66 4 10,14529,304－

所有株式

数の割合

（％）

－ 0.81 1.18 63.16 0.23 0.01 34.62100.00－
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（６）【大株主の状況】

 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

カルチュア・コンビニエンス・クラブ

株式会社 (注)１
大阪府大阪市北区梅田２丁目５-25 14,914 50.89

楽天株式会社 東京都品川区東品川４丁目12-３ 2,880 9.83

藤川幸廣 東京都世田谷区 2,684 9.16

デジタルスケープ従業員持株会
東京都渋谷区道玄坂１丁目10-８渋谷野

村ビル８階
1,154 3.94

株式会社イマジカ・ロボット ホール

ディングス　(注)２
東京都品川区東五反田２丁目14-１ 600 2.05

篠原  淳 東京都目黒区 276 0.94

 恒田　一 富山県富山市 250 0.85

高畑　秀道 東京都世田谷区 222 0.76

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４－６ 212 0.72

 大林　克己  東京都町田市 200 0.68

計 － 23,392 79.82

(注)１. カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社は、株式会社イマジカ・ロボット ホールディングスが実施し

た当社株式等に係る公開買付けにおいて、その所有する当社株式のすべてを本公開買付に応募した結果、平成

21年５月14日付で当社の親会社及び主要株主ではなくなりました。 

    ２. 株式会社イマジカ・ロボット ホールディングスは同社が実施した当社株式等に係る公開買付けの結果、当社

発行済株式総数(29,304株)に対する同社の所有割合は91.27％ (26,746株)となり、平成21年５月14日付で当

社の親会社及び主要株主となりました。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 　　普通株式　29,304 29,304 －

端株 － － －

発行済株式総数 29,304 － －

総株主の議決権 － 29,304 －

 

②【自己株式等】

 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権を

付与する方法、商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権を発行する方法によるものであります。

　当該制度の内容は、以下のとおりであります。

（平成16年３月24日臨時株主総会決議）

決議年月日 平成16年３月24日

付与対象者の区分及び人数（名）

取締役　４名

監査役　２名

従業員　72名　　（注）３

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 254（注）２、３、４

新株予約権の行使時の払込金額（円） 220,000（注）２、４

新株予約権の行使期間
自　平成18年３月25日

至　平成26年３月24日

新株予約権の行使の条件 （注）１

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）１

代用払込みに関する事項  ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ─

（注）１．当該ストックオプションに係る行使の条件及び譲渡に関する事項は、次のとおりであります。

 (1)新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても、当社取締役、監査役もしくは従業員の地位であるこ

とを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な事由のある場合はこの限りでありません。

 (2)新株予約権の割当を受けたものが在任又は在職中に死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるも

のといたします。

 (3)新株予約権の譲渡及び質入等は、これを認めないものといたします。

 (4)新株予約権に関するその他の条件については、臨時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象取締

役・監査役・従業員との間で締結する新株予約権契約に定めるものといたします。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、各発行対象者の１個あたりの新株予約権の行使により発行される株

式の数は、次の算式により調整されるものといたします（１株未満の株式については切り捨て）。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものを除く。）は、次の算式に

より払い込む金額を調整するものとします（１円未満の端数は切り上げ）。

    
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新発行株式数

　　　３．平成17年５月20日付で実施した株式分割（分割比率1：3）の影響を反映した場合の株式の数は762株、同じく新株

予約権の行使時の払込金額は73,334円であります。

４．当社は、平成21年３月23日から平成21年５月７日の間に実施された株式会社イマジカ・ロボット ホールディ

ングスによる当社株式等の公開買付において、当社役員及び従業員が有する新株予約権の全部について権利放

棄する旨の申出を受理し、平成21年５月20日に抹消登記をいたしました。

　　　この結果、提出日現在において該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社デジタルスケープ(E05459)

有価証券報告書

 33/104



（平成17年６月24日定時株主総会決議）

決議年月日 平成17年６月24日

付与対象者の区分及び人数（名）

   取締役　４名

 　監査役　２名

 　従業員　54名　　（注）３

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 853（注）２、３

新株予約権の行使時の払込金額（円） 278,000（注）２

新株予約権の行使期間
自　平成19年６月25日

至　平成27年６月24日

新株予約権の行使の条件 （注）１

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）１

代用払込みに関する事項  ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ─

（注） １．当該ストックオプションに係る行使の条件及び譲渡に関する事項は、次のとおりであります。

 　　　 (1)新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても、当社取締役、監査役もしくは従業員の地位であること

を要します。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な事由のある場合はこの限りでありません。

        (2)新株予約権の割当を受けたものが在任又は在職中に死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる

ものといたします。

        (3)新株予約権の譲渡及び質入等は、これを認めないものといたします。

        (4)新株予約権に関するその他の条件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象取締

役・監査役・従業員との間で締結する新株予約権契約に定めるものといたします。

      ２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数は調整されるものといたしま

す。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

についてのみ行われ、調整の結果生じる１株の100分の１未満の端数については、これを切り捨てるものといた

します。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合等、株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、必要と

認める株式数の調整を行うものといたします。

　  １株当たりの払込金額は、新株予約権発行の日（以下「発行日」という）の属する月の前月各日（取引が成立

しない日を除く）における大阪証券取引所における当社株式の普通取引の終値の平均値の金額とし、これによ

り生じた１円未満の端数は切り上げるものといたします。ただし、その金額が発行日の終値（当日に終値がな

い場合は、それに先立つ直近日における終値）を下回る場合は、発行日の終値といたします。

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

によって生じる１円未満の端数は切り上げるものといたします。
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調整後払込金額  ＝  調整前払込金額  ×
 １

 分割・併合の比率

　また、新株予約権発行日以降に当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権、旧商法第280条ノ

19の規定に基づく新株引受権の行使によるものを除く）、又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により

払込金額は調整され、調整によって生じる１円未満の端数は切り上げます。

    
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新発行株式数

 　　 ３．当社は、平成21年３月23日から平成21年５月７日の間に実施された株式会社イマジカ・ロボット ホールディン

グスによる当社株式等の公開買付において、当社役員及び従業員が有する新株予約権の全部について権利放　　

　棄する旨の申出を受理し、平成21年５月20日に抹消登記をいたしました。

　　　　　この結果、提出日現在において該当事項はありません。

 

２【自己株式の取得等の状況】

 【株式の種類等】　該当事項はありません。
 
（１）【株主総会決議による取得の状況】

     該当事項はありません。
 
（２）【取締役会決議による取得の状況】

     該当事項はありません。
 
（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

     該当事項はありません。
 
（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

     該当事項はありません。

 

３【配当政策】

　当社は、株主に対する利益還元と同時に競争力の確保を重要な経営課題として認識しており、利益還元につきまして

は、経営成績を勘案しつつも、可能な限り安定的に配当することを念頭に実施してまいりました。

　しかしながら、第14期につきましては、前期に引き続き当期純損失を計上したことを鑑み、まことに遺憾ながら無配と

いたしました。

　今後につきましても、経営基盤の強化のために内部留保の充実を行い、企業価値を高めていくとともに、各期の業績を

考慮した上で、相応の配当の実施を図りたいと考えております。

なお、当社は、毎事業年度における配当の回数を中間配当と期末配当の年２回を基本的な方針としており、期末配当に

つきましては株主総会、中間配当につきましては取締役会が決定機関となっております。また、会社法第454条第５項の

規定により、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定め

ております。 
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高（円）
1,640,000

※402,000
456,000 281,000 185,000 67,000

最低（円）
960,000

※342,000
175,000 110,000 58,000 7,500

　（注）１．最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。

なお、平成17年２月10日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。

２．※印は、株式分割による権利落後の株価であります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高（円） 24,400 30,500 30,500 16,800 14,600 12,100

最低（円） 16,050 18,600 15,510 8,400 7,800 7,500

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

社長
－ 藤川　幸廣 昭和32年３月３日生

昭和54年４月株式会社大沢商会入社

昭和59年５月株式会社フォトロン入社

平成７年10月当社設立　代表取締役社長（現任）

平成18年３月株式会社バウハウス・エンタテイン

メント代表取締役（現任） 

平成18年４月 株式会社ＣＣＣキャスティング取締

役  

 株式会社インターアクティブデザイ

ン取締役（現任） 

平成18年10月株式会社マルチビッツ代表取締役社

長（現任） 

平成19年４月

 

株式会社ワークスコーポレーション

取締役（現任）

（注）３ －

専務取締役

キャリア＆

エデュケイ

ション・サ

ポート事業

部長

大林　克己 昭和32年１月24日生

昭和54年４月株式会社大沢商会入社

昭和59年４月日本ビクター株式会社入社

平成12年９月当社入社　ｅＣＲＭ事業部長

平成12年12月当社取締役　ｅＣＲＭ事業部長

平成14年４月当社渉外担当取締役

平成15年４月当社取締役アウトソーシング事業部

長

平成16年４月当社取締役Ｗｅｂ／ＩＴ担当

平成17年４月当社取締役本社営業担当

平成17年４月 株式会社ウェブ・ワーカーズ（現株

式会社インターアクティブデザイ

ン）取締役

(現任） 

平成17年６月株式会社クラフテックス（現株式会

社バウハウス・エンタテインメン

ト）取締役

平成18年４月 当社専務取締役就任　本社営業・大

阪担当

平成18年10月 株式会社マルチビッツ取締役

平成19年10月 当社専務取締役ビジネスプロデュー

ス事業部長（兼）名古屋支店長

平成20年４月 

 

 

平成21年４月 

 
 

当社専務取締役営業統括本部長兼ビ

ジネスプロデュース事業部長（兼）

名古屋支店長

当社専務取締役(兼)キャリア＆エ

デュケイション・サポート事業部長

 （現任）

（注）３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常務取締役

管理担当

(兼)最高財

務責任者

篠原　淳 昭和42年２月16日生

平成２年４月 株式会社リクルートコスモス（現株式

会社コスモスイニシア）入社

平成４年７月 株式会社コスモスライフ入社

平成８年２月 株式会社ビジュアルサイエンス研究所

入社

平成８年７月 株式会社デジタルアミューズ　取締役

経営企画室室長

平成９年10月当社入社　管理部経理財務担当

平成12年６月当社取締役管理本部長

平成14年４月当社財務担当取締役

平成15年４月当社取締役管理部ゼネラルマネー

ジャー

平成17年12月 株式会社エクステージ（現株式会社

ワークスコーポレーション）取締役

平成18年４月当社常務取締役管理担当

平成18年10月 株式会社マルチビッツ取締役（現任）

 

平成18年12月 株式会社エクステージ（現株式会社

ワークスコーポレーション）代表取締

役社長

平成19年４月 株式会社ワークスコーポレーション代

表取締役社長（現任） 

平成20年４月当社常務取締役管理担当（兼）最高財

務責任者(現任)

（注）３ －

取締役  － 長瀬　朋彦 昭和27年10月28日生

昭和50年４月

昭和61年８月

平成２年６月

旭硝子株式会社入社　　　　　　

株式会社東洋現像所入社 

株式会社イマジカ取締役 

平成５年６月 株式会社フォトロン取締役

平成８年６月

平成10年６月 

同社代表取締役専務

同社代表取締役社長

平成13年６月

平成16年６月 

株式会社イマジカ取締役

株式会社フォトロン代表取締役兼社

長執行役員 

平成18年６月株式会社イマジカホールディングス

（現株式会社イマジカ・ロボット 

ホールディングス）取締役事業執行

役員

平成19年６月株式会社フォトロン取締役会長

 株式会社イマジカ・ロボット ホール

ディングス取締役専務執行役員

平成20年６月株式会社IMAGICA取締役

 株式会社ロボット取締役（現任）

 株式会社IMAGICAティーヴィ取締役

 株式会社フォトロン取締役

平成21年６月株式会社イマジカ・ロボット ホール

ディングス代表取締役社長執行役員

（現任）

 当社取締役就任（現任）

（注）４ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役  － 角田　光敏 昭和24年９月25日生

昭和49年４月

平成15年１月 

株式会社東洋現像所入社

株式会社イマジカ（現株式会社イマ

ジカ・ロボット ホールディングス）

財務部統括部長　

平成15年１月株式会社ロボット監査役（現任）

平成17年６月

平成18年６月 

株式会社イマジカ（現株式会社イマ

ジカ・ロボット ホールディングス）

執行役員

同社常務執行役員財務部長

平成19年６月同社取締役常務執行役員

平成21年６月同社取締役常務執行役員経営管理管

掌（現任）

平成21年６月当社取締役就任（現任）

（注）４ －

取締役  － 安藤　潤 昭和28年12月12日生

昭和52年４月

平成16年７月

 

 

平成17年10月

平成18年６月

平成21年４月 

 

平成21年６月 

株式会社東洋現像所入社

株式会社イマジカ（現株式会社イマ

ジカ・ロボット ホールディングス）

テレビ本部統括部長

同社経営企画室長

同社執行役員（現任）

株式会社ロボット執行役員経営管理

担当（現任）

当社取締役就任（現任） 　

（注）４ －

取締役  － 大久保　力 昭和40年1月30日生

昭和63年４月

 

平成７年４月

 

平成14年５月

 

平成16年７月

 
平成19年１月

 

平成21年４月 

平成21年６月 

株式会社住友銀行（現株式会社三井

住友銀行）入社

株式会社住友銀行東京中央支店長代

理

株式会社三井住友銀行日本橋中央法

人営業第二部次長

株式会社三井住友銀行東京中央法人

営業第二部次長

株式会社イマジカ・ロボット ホール

ディングス入社

同社経営企画室長（現任）　
当社取締役就任（現任） 

（注）４ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役  － 梶野　幸一 昭和24年１月５日生

昭和47年４月

平成10年５月

平成14年６月

平成14年７月 

株式会社東洋現像所入社

株式会社IMAGICAテック監査役

株式会社IMAGICAプラス監査役

株式会社イマジカ（現株式会社イマ

ジカ・ロボット ホールディング

ス）財務部副部長 

平成18年３月 株式会社IMAGICAデジックス監査役

（現任）

平成18年６月 株式会社IMAGICA FORCE監査役

株式会社IMAGICA DC21監査役

株式会社リンクス・デジワークス監

査役（現任） 

株式会社IMAGICAトータルサービス

監査役（現任）

株式会社IMAGICAテクノロジーズ監

査役（現任）

株式会社IMAGICAイメージワークス

監査役（現任）

平成21年４月 

 

 

平成21年６月 

株式会社イマジカ・ロボット ホー

ルディングス財務部嘱託社員（現

任）

当社監査役就任（現任） 

（注）５ －

    計  －

（注）１．取締役長瀬朋彦、角田光敏、安藤潤、大久保力は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

 　　　　 ２．監査役梶野幸一は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

 　　　　 ３．平成20年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

 　　　　 ４．平成21年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

 　　　　 ５．平成21年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社では、平成14年に「執行役員制度」を採用し、平成15年には「経営戦略会議」を設置する等、経営責任の明確化

と業務執行の迅速化、意思決定の透明性の向上及びコンプライアンスの強化を図るための施策を講じてまいりまし

た。

経営機関制度につきましては、会社法及び定款に定められた事項を決議する最高機関として株主総会、経営方針等

の重要事項に関する意思決定機関及び監督機関として取締役会、業務執行機関として代表取締役、監査機関として監

査役制度という機関制度を基本とし、「経営戦略会議」は意思決定機関を、「執行役員制度」は業務執行機関をさら

に強化するものと位置付けております。

従いまして、当社におけるコーポレート・ガバナンスは、監査役型の経営機関制度を機軸とし、担当取締役及び執行

役員の指揮命令の下で各部門が迅速な事業運営を行い、重要な業務執行課題については経営戦略会議で十分な議論を

経て、取締役会がこれらの業務執行の最終的な意思決定を行うとともに各取締役の業務執行を相互に牽制し監督する

という仕組みを基本的な考え方としております。

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

①会社の機関の基本説明

当社では、監査役制度を採用しております。当社の監査役は取締役会に出席し、経営の意思決定機関の監視を行うほ

か業務の執行状況を常に監視しております。

　当社は、毎月定例で取締役会を開催するとともに、必要に応じて臨時取締役会を開催し、会社法で定められた事項お

よび経営に関する重要事項について意思決定を行っており、株主総会、取締役会、監査役、内部監査室といった機関等

を適切に機能させ、企業としての適法な運営を行っております。また、「経営の重要事項の意思決定の仕組み・監督機

能」と「業務執行機能」の分離を進めるうえで、業務執行上の運営体として「経営戦略会議（メンバー：取締役、執

行役員、常勤監査役）」を設けております。

②図表

③会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況

当社の内部統制システムといたしましては、業務全般の内部管理体制の適切性・有効性を検証することを目的とし

て、代表取締役社長直轄の組織として内部監査室（５名）を設置しております。

　監査役と内部監査室との連携状況につきましては、内部監査計画策定時、監査実施時の適宜立会い、報告連絡等を含

めて、都度、連携を図っております。

④内部監査及び監査役監査の状況

当社の内部監査につきましては、内部監査室において内部統制の整備状況の評価及びその運用状況の検証を行い内

部統制の改善に関して指摘・勧告することにより業務の管理・統制の徹底に努めてまいります。

　監査役監査につきましては、取締役会に出席し、経営の意思決定機関の監視を行うほか、業務の執行を常に監視して

おります。

EDINET提出書類

株式会社デジタルスケープ(E05459)

有価証券報告書

 41/104



⑤会計監査の状況

当社は、平成14年３月期以降の財務諸表、平成16年９月中間期以降の中間財務諸表、平成17年９月中間期以降の中間

連結財務諸表及び平成18年３月期以降の連結財務諸表並びに平成21年３月期第１四半期以降の四半期連結財務諸表

について、監査法人トーマツより証券取引法及び金融商品取引法に基づく会計監査を受けております。当連結会計年

度における業務執行社員は、公認会計士川島繁雄氏、菊地徹氏であり、監査業務に係わった補助者は、公認会計士２名

及びその他８名であります。

監査役と監査法人トーマツとの連携状況につきましては、年度および四半期監査に係る結果のフィードバックや内

部統制評価時の協力などを通じて、都度、連携を図っております。　

なお、同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には特別の利害関係はありませ

ん。

⑥社外取締役及び社外監査役との関係

当社は、経営監視機能の客観性及び中立性を強化するとともに、平成21年３月31日時点で当社の親会社であるカル

チュア・コンビニエンス・クラブ株式会社及びそのグループ企業との関係強化を目的として、社外取締役及び社外監

査役を選任しております。

平成20年６月25日開催の当社定時株主総会において社外取締役に就任した柴田励司氏は、カルチュア・コンビニエ

ンス・クラブ株式会社の同社の取締役兼ＣＯＯであり、当社の取締役会において主に組織・人事マネジメントコンサ

ルタント企業にて培われた豊富な経験及び知見に基づく発言を行っております。柴田励司氏は、当社取締役会を11回

開催したうち出席が6回、就任してからの出席率は55％となっております。平成19年６月25日開催の当社定時株主総会

において社外取締役に就任した増田宗昭氏は、カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社の代表取締役社長をは

じめ、多くの企業で取締役を歴任されていることにより培われた豊富な知識・経験等を有しており、当社の取締役会

において主に永年にわたる会社経営の経験及び知見に基づく発言を行っております。増田宗昭氏は、当社取締役会を

15回開催したうち出席が7回、出席率は47％となっております。平成18年６月26日開催の当社定時株主総会において社

外取締役に就任した高橋誉則氏は、カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社の企業グループに属する株式会社

ＣＣＣキャスティングの代表取締役社長を歴任されており、当社の取締役会において主に組織・人材コンサルティン

グ企業における役員の経験及び知見に基づく発言を行っております。高橋誉則氏は、当社取締役会を15回開催したう

ち出席が12回、出席率は80％となっております。平成20年６月25日開催の当社定時株主総会において社外取締役に就

任した須藤伸一氏は、カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社における財務経理業務の豊富な経験に基づく発

言を行っております。須藤伸一氏は、当社取締役会を11回開催したうち出席が８回、就任してからの出席率は73％と

なっております。

平成18年６月26日開催の当社定時株主総会において社外監査役に就任した谷田昌広氏は、カルチュア・コンビニエ

ンス・クラブ株式会社の取締役兼ＣＦＯであり、当社の取締役会において主に他社管理担当役員の経験及び知見に基

づく発言を行っております。谷田昌広氏は、当社取締役会を15回開催したうち出席が６回、出席率は40％となっており

ます。

なお、平成21年３月23日から平成21年５月７日の間に実施された株式会社イマジカ・ロボット ホールディングス

による当社株式等の公開買付けにおいて、カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社は、その保有する当社株式

のすべてを本公開買付けに応募した結果、平成21年５月14日付で当社の親会社に該当しないこととなり、同日、柴田励

司氏、増田宗昭氏、高橋誉則氏、須藤伸一氏は取締役を、谷田昌広氏は監査役をそれぞれ辞任しております。

一方、当社株式の公開買付けの結果、株式会社イマジカ・ロボット ホールディングスは、当社株式の議決権の

91.27％を保有することになり、平成21年５月14日付で当社の親会社に該当することとなりました。これにより、平成

21年６月24日開催の当社定時株主総会において、同社より、経営体制の一層の強化及び同社グループとの関係強化を

目的として、社外取締役４名及び社外監査役１名を迎え入れました。社外取締役の長瀬明彦氏、角田光敏氏、安藤潤氏、

大久保力氏につきましては、いずれも多方面で培ってきた経験や実績、高い専門性を有しております。また、社外監査

役の梶野幸一氏は多くの企業の監査役を歴任されていることにより、監査業務に関して豊富な経験や実績、幅広い知

見を有しております。

この結果、提出日現在、当社取締役会におきましては、７名の取締役のうち３名が常勤取締役、４名が株式会社イマ

ジカ・ロボット ホールディングスからの社外取締役、監査役１名が同社からの社外監査役で構成されております。

なお、提出日現在、株式会社イマジカ・ロボット ホールディングスは、当社の議決権の91.27％を所有しております

が、事業活動を行う上での承認事項等同社からの制約はなく、独自に事業活動を行っており、同社からの独立性は確保

されていると考えております。

(2) リスク管理体制の整備の状況

当社のリスク管理体制は、一般労働者派遣事業の特性上許可制度であることから、法令遵守に重点を置いておりま

す。具体的には、内部監査室の設置、弁護士事務所２社及び社会保険労務士事務所等４社との顧問契約締結等の体制を

整備してまいりました。
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また、個人情報保護管理につきましても事業の特性上重要性が高いため、ネットワークシステムやオフィス内のセ

キュリティ強化対策の実施に加え、平成17年３月には、財団法人日本情報処理開発協会の「プライバシーマーク」を

取得し、個人情報の保護に努めております。

(3）役員報酬の内容

　　当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬

　　　

 区分  員数  報酬等の総額

 取締役  4名 67,494千円 

 監査役  1名  3,600千円

 合計  5名  71,094千円

 

 (注)１．当事業年度末現在の取締役は７名（うち社外取締役は４名）、監査役は２名（うち社外監査役は１名）で

あります。上記の取締役及び監査役の員数と相違しておりますのは、平成20年６月25日開催の第13回定時株

主総会終結の時を以って退任した取締役２名（うち１名は無報酬）及び無報酬の取締役が４名（うち社外

取締役４名）、並びに無報酬の監査役が１名（うち社外監査役１名）いるためです。

　２． 平成13年６月25日開催の定時株主総会において、取締役の報酬限度額を年額300,000千円以内、監査役の報

酬限度額を年額50,000千円以内と決議いただいております。

  ３． 上記のほか、平成20年６月25日開催の第13回定時株主総会終結の時を以って退任した取締役１名対し役員

退職慰労金5,311千円を支給しています。

 

(4) 責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を

限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。

なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または社外監査役が責任の原因となった職務の遂行につい

て善意かつ重大な過失がないときに限られます。

(5) 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これ

は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするもの

であります。

(6) 取締役の員数

当社の取締役は、３名以上とする旨を定款に定めております。

(7) 取締役選任の決議要件

当社の取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、

その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。
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(8) 株主総会決議事項を取締役会で決議することができるとした事項

①自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得すること

ができる旨を定款に定めております。これは、機動的な資本政策の遂行を可能とすることを目的とするものでありま

す。

②中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年

９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

③取締役及び監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって取締役（取締役であった者を含む。）及び監査

役（監査役であった者を含む。）の当社に対する損害賠償責任を、法令が定める範囲で免除することができる旨を定

款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できることを目

的とするものであります。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 － － 32,000 10,036

連結子会社 － － － －

計 － － 32,000 10,036

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、公認会計士法第２条第１項の業務

以外の業務（非監査業務）である、財務報告に係る内部統制報告書に関する助言指導業務についてであります。

 

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありませんが、監査日数等を勘案したうえで決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月

31日まで）及び当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度

（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）及び当事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）

の財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 1,247,080

※1
 1,051,840

受取手形及び売掛金 1,355,474 1,156,091

たな卸資産 225,434 ※2
 92,400

繰延税金資産 55,297 85,232

未収還付法人税等 － 67,186

その他 61,683 47,700

貸倒引当金 △8,241 △6,446

流動資産合計 2,936,728 2,494,004

固定資産

有形固定資産

建物 64,952 63,221

減価償却累計額 △29,669 △33,162

建物（純額） 35,282 30,059

工具、器具及び備品 157,867 144,855

減価償却累計額 △110,670 △119,825

工具、器具及び備品（純額） 47,196 25,029

リース資産 － 2,895

減価償却累計額 － △2,595

リース資産（純額） － 299

有形固定資産合計 82,479 55,389

無形固定資産

ソフトウエア 99,366 88,932

ソフトウエア仮勘定 70,314 －

のれん 60,226 2,133

その他 4,325 1,500

無形固定資産合計 234,233 92,566

投資その他の資産

投資有価証券 97,240 93,594

長期貸付金 － 14,953

繰延税金資産 63,686 48,695

敷金及び保証金 135,936 130,859

保険積立金 74,592 61,980

その他 15,865 20,445

貸倒引当金 △8,870 △30,549

投資その他の資産合計 378,449 339,978

固定資産合計 695,162 487,934

資産合計 3,631,890 2,981,939
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 244,417 163,573

短期借入金 1,359,993 1,410,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 89,918

※1
 80,205

未払金 172,030 134,928

未払費用 553,786 505,661

未払法人税等 108,874 18,470

賞与引当金 67,122 80,628

返品調整引当金 11,209 54,200

債務保証損失引当金 18,000 －

その他 114,903 83,541

流動負債合計 2,740,254 2,531,209

固定負債

長期借入金 100,383 118,988

長期未払金 83,571 78,259

退職給付引当金 50,973 44,691

その他 5,730 2,019

固定負債合計 240,659 243,959

負債合計 2,980,914 2,775,169

純資産の部

株主資本

資本金 360,680 360,680

資本剰余金 328,980 96,066

利益剰余金 △245,489 △416,159

株主資本合計 444,171 40,586

少数株主持分 206,805 166,183

純資産合計 650,976 206,769

負債純資産合計 3,631,890 2,981,939
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②【連結損益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 9,177,976 8,170,338

売上原価 6,748,517 6,250,673

売上総利益 2,429,458 1,919,664

販売費及び一般管理費 ※1
 2,247,253

※1
 2,084,996

営業利益又は営業損失（△） 182,205 △165,331

営業外収益

受取利息 1,969 1,724

受取配当金 501 718

デリバティブ評価益 1,260 566

保険解約返戻金 3,191 3,026

その他 2,233 1,696

営業外収益合計 9,156 7,732

営業外費用

支払利息 24,355 22,100

貸倒引当金繰入額 － 9,284

持分法による投資損失 25,432 －

その他 1 3,268

営業外費用合計 49,789 34,653

経常利益又は経常損失（△） 141,572 △192,252

特別利益

投資有価証券売却益 1,301 －

債務保証損失引当金戻入額 － 3,210

事業譲渡益 28,625 －

持分変動利益 21,300 －

貸倒引当金戻入額 220 －

その他 395 －

特別利益合計 51,843 3,210

特別損失

固定資産除却損 ※2
 1,633

※2
 2,672

投資有価証券評価損 19,020 427

たな卸資産評価損 － 97,121

事務所移転費用 － 9,613

事業譲渡損 1,585 －

減損損失 ※3
 569,283

※3
 123,882

債務保証損失引当金繰入額 18,000 －

その他 － 6,916

特別損失合計 609,521 240,632

税金等調整前当期純損失（△） △416,105 △429,674

法人税、住民税及び事業税 166,420 29,476

法人税等調整額 △6,921 △14,943

法人税等合計 159,499 14,532

少数株主利益又は少数株主損失（△） 3,465 △40,622

当期純損失（△） △579,070 △403,584
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 360,460 360,680

当期変動額

新株の発行 220 －

当期変動額合計 220 －

当期末残高 360,680 360,680

資本剰余金

前期末残高 328,760 328,980

当期変動額

新株の発行 220 －

欠損填補 － △232,914

当期変動額合計 220 △232,914

当期末残高 328,980 96,066

利益剰余金

前期末残高 363,413 △245,489

当期変動額

剰余金の配当 △35,157 －

持分法の適用範囲の変動 5,325 －

欠損填補 － 232,914

当期純損失（△） △579,070 △403,584

当期変動額合計 △608,903 △170,670

当期末残高 △245,489 △416,159

株主資本合計

前期末残高 1,052,634 444,171

当期変動額

新株の発行 440 －

剰余金の配当 △35,157 －

当期純損失（△） △579,070 △403,584

持分法の適用範囲の変動 5,325 －

当期変動額合計 △608,463 △403,584

当期末残高 444,171 40,586

少数株主持分

前期末残高 204,944 206,805

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,861 △40,622

当期変動額合計 1,861 △40,622

当期末残高 206,805 166,183
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

純資産合計

前期末残高 1,257,578 650,976

当期変動額

新株の発行 440 －

剰余金の配当 △35,157 －

当期純損失（△） △579,070 △403,584

持分法の適用範囲の変動 5,325 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,861 △40,622

当期変動額合計 △606,601 △444,207

当期末残高 650,976 206,769
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △416,105 △429,674

減価償却費 101,823 90,782

減損損失 569,283 123,882

のれん償却額 80,510 17,936

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,773 19,885

賞与引当金の増減額（△は減少） △2,737 13,506

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △5,235 －

返品調整引当金の増減額（△は減少） △7,052 42,990

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） 18,000 △18,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 12,535 △6,282

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △85,693 －

長期未払金の増減額（△は減少） 83,571 △5,311

受取利息及び受取配当金 △2,470 △2,443

支払利息 24,355 22,100

持分法による投資損益（△は益） 25,432 －

固定資産除却損 1,633 2,672

持分変動損益（△は益） △21,300 －

事業譲渡損益（△は益） △27,040 －

投資有価証券売却損益（△は益） △1,301 －

投資有価証券評価損益（△は益） 19,020 427

売上債権の増減額（△は増加） 186,192 193,229

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,371 130,086

仕入債務の増減額（△は減少） △48,828 △81,329

未払金の増減額（△は減少） △38,631 6,586

未払費用の増減額（△は減少） △74,755 △48,156

未払消費税等の増減額（△は減少） △35,849 △39,436

その他 △32,862 25,130

小計 322,895 58,582

利息及び配当金の受取額 2,470 2,443

利息の支払額 △23,073 △22,818

法人税等の支払額 △129,519 △182,497

債務保証の履行による支出 － △14,953

営業活動によるキャッシュ・フロー 172,773 △159,244

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △35,298 △9,372

無形固定資産の取得による支出 △63,365 △96,115

投資有価証券の売却による収入 1,740 －

保険積立金の解約による収入 － 18,000

子会社株式の取得による支出 △1,237 －

事業譲渡による収入 32,901 －

敷金の差入による支出 △1,710 △8,201

その他の支出 － △5,387

その他の収入 5,876 14,300

投資活動によるキャッシュ・フロー △61,095 △86,776
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 398,631 50,007

長期借入れによる収入 － 100,000

長期借入金の返済による支出 △212,952 △91,108

リース債務の返済による支出 － △8,046

株式の発行による収入 440 －

配当金の支払額 △34,894 △71

財務活動によるキャッシュ・フロー 151,224 50,781

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 262,902 △195,240

現金及び現金同等物の期首残高 984,177 1,247,080

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 1,247,080

※1
 1,051,840
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数　　４社

 　連結子会社の名称

 　・株式会社バウハウス・エンタテイン

メント

　 ・株式会社インターアクティブデザイ

ン

　 ・株式会社ワークスコーポレーション

 　・株式会社マルチビッツ

      なお、㈱エクステージ、㈱ワークス

コーポレーション、㈱オラリオの３

社につきましては、㈱ワークスコー

ポレーションを存続会社とする吸

収合併を平成19年４月１日付で行

い、㈱エクステージ及び㈱オラリオ

は同日付で解散いたしました。

(1)連結子会社の数　　４社

 　連結子会社の名称

 　・株式会社バウハウス・エンタテイン

メント

　 ・株式会社インターアクティブデザイ

ン

　 ・株式会社ワークスコーポレーション

 　・株式会社マルチビッツ

      

 (2)非連結子会社の名称等

 　該当事項はありません。　

(2)非連結子会社の名称等

 　同左　

２．持分法の適用に関する事項 (1)持分法を適用した関連会社数　－社

 　　ブロスタＴＶ合同会社につきまして

は、同社への出資に伴い、当期首より

持分法適用関連会社となりました

が、平成20年３月同社が第三者株主

割当増資をしたことにより、当社の

議決権比率が低下し、関連会社に該

当しないこととなったため、持分法

の適用範囲から除外しております。

(1)持分法を適用した関連会社　

 　 該当事項はありません。　　　　　

 (2)持分法を適用していない非連結子会

社及び関連会社の名称等  

    該当事項はありません。

(2)持分法を適用していない非連結子会

社及び関連会社の名称等  

     同左

３．連結子会社の事業年度等に関

する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。

　　同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

４．会計処理基準に関する事項   

(1）重要な資産の評価基準及び

評価方法

① 有価証券

   その他有価証券

     時価のないもの

       移動平均法による原価法

① 有価証券

   その他有価証券

     時価のないもの

       同左

 ② デリバティブ

       時価法

② デリバティブ

       同左

 ③ たな卸資産

     商品及び製品

       移動平均法による原価法

③ たな卸資産

     商品及び製品

　　 　移動平均法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）　

      仕掛品

       個別法による原価法

     仕掛品

　　   個別法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）

  

 

 

 

 

（会計方針の変更）

 通常の販売目的で保有するたな卸資産

については、従来、主として移動平均法に

よる原価法によっておりましたが、当連

結会計年度より「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」(企業会計基準第９号　平成

18年７月５日公表分)が適用されたこと

に伴い、主として移動平均法による原価

法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）により

算定しております。

　これによる損益に与える影響は軽微で

あります。

　なお、セグメント情報に与える影響につ

いては、該当箇所に記載しております。 

(2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法

① 有形固定資産

 　定率法を採用しております。

 　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

　 建物　８～10年

 　器具及び備品　４～６年

① 有形固定資産（リース資産を除く）

 　同左

 　　

 （会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当連結会計年度

より、平成19年４月１日以降に取得した

有形固定資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更してお

ります。

 この変更に伴う影響額は軽微でありま

す。

　　______________

項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 ② 無形固定資産

 　定額法を採用しております。

 　自社利用のソフトウエアについては、

社内における５年以内の利用可能期

間に基づく定額法により償却してお

ります。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

 　同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 ③ ────────

 

 

③ リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

① 貸倒引当金

   同左

 ② 賞与引当金

  従業員の賞与の支払に備えるため、支

給見込額の当連結会計年度負担額を

計上しております。

② 賞与引当金

  同左

 ③ 返品調整引当金

   出版物の返品による損失に備えるた

め、書籍等の出版事業に係る期末日前

２ヶ月間の売上高に一定期間の返品

率及び粗利率を乗じた額を計上して

おります。

③ 返品調整引当金

   同左

 ④ 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しております。

④ 退職給付引当金

   同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 ⑤ 役員退職慰労引当金

（追加情報）

　親会社では、役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づく連結会計

年度末要支給額を計上しておりました

が、役員報酬体系の見直しの一環とし

て、報酬の後払い的要素が強く業績に

連動しない退職慰労金制度を、平成19

年６月25日開催の第12回定時株主総会

終結の時をもって廃止いたしました。

　本制度の廃止に伴い、同株主総会にお

いて在任する取締役及び監査役に対

し、同株主総会終結の時までの在任期

間に対応する退職慰労金を役員退任時

に支給する旨を決議いたしました。

　これに伴い、決議時点での「役員退職

慰労引当金」を全額取崩し、打ち切り

支給額の未払分83,571千円を固定負債

の「長期未払金」に計上しておりま

す。

⑤ ─────

 

 ⑥ 債務保証損失引当金

   　債務保証に係る損失に備えるため、

主たる債務者の債務不履行により将

来発生すると見込まれる損失見込額

を計上しております。

⑥ ─────

(4）重要なリース取引の処理方

法

   　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

　 ─────

(5）その他連結財務諸表作成の

ための重要な事項

① 消費税等の会計処理

     税抜方式によっております。

① 消費税等の会計処理

     同左

 ② 繰延資産の処理方法

     株式交付費

     支出時に全額費用として処理して

おります。

②  ─────

     

     

５．連結子会社の資産及び負債の

評価に関する事項

   全面時価評価法を採用しております。    同左

６．のれん及び負ののれんの償却

に関する事項

   のれんにつきましては、５年間または

10年間の定額法により償却を行って

おります。

   同左

７．連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

   手許現金、随時引き出し可能な預金か

らなっております。

   同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

───────────────────  (リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計

基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会計

審議会第一部会)、平成19年３月30日改正)) 及び「リース

取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正))を適用し、通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、前連結会計年

度末における未経過リース料期末残高相当額（利息相当

額控除後）を取得価額とし、期首に取得したものとして

リース資産に計上する方法によっております。

 これによる損益に与える影響は軽微であります。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ております。 

 

【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

 ※１. 現金及び預金9,600千円は、一年以内返済予定長期

借入金9,600千円の担保に供しております。

 ※１. 現金及び預金4,800千円は、1年内返済予定の長期借

入金4,800千円の担保に供しております。

      

        ──────────────

 

※２. たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

　　　　商品及び製品　　　　　　　　　77,771千円　 

 　　　 仕掛品　　　　　　　　　　　　14,628千円　
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

※１. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

 給与手当　     700,872千円 

 賞与引当金繰入額      81,186千円

 役員賞与引当金繰入額           0千円

 業務委託費     114,195千円 

 退職給付費用      16,280千円

 役員退職慰労引当金繰入額       2,267千円

 給与手当　     655,827千円 

 賞与引当金繰入額      80,985千円

 業務委託費      82,268千円 

 退職給付費用      16,037千円

 ※２. 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 建物     220千円

 器具及び備品      1,412千円

 合計     1,633千円 

 ※２. 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 工具、器具及び備品   187千円

 その他無形固定資産       2,485千円

 合計       2,672千円 

 ※３. 減損損失

　　　 以下の資産について減損損失を計上しました。

 ※３. 減損損失

　　　 以下の資産について減損損失を計上しました。

用途 種類 場所

出版事業 

建物  東京都渋谷区

器具及び備品  東京都渋谷区

ソフトウエア  東京都渋谷区

のれん  －

リース資産  東京都渋谷区

デザインツール

・コンテンツサ

プライ事業

ソフトウエア  東京都渋谷区

　　

 

 

 

　　　 当社グループは、主に事業の区分別に資産のグルーピン

グを実施しております。出版事業の資産につきまして

は、株式会社ワークスコーポレーションの当期首に策

定した事業計画と平成20年３月期の実績及び市場動向

を比較した結果、計画と将来予測損益との間に乖離が

認められたため、次期以降の事業計画の見直しを実施

し、それに伴って同事業の固定資産を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失（553,826千円）とし

て特別損失に計上しております。減損損失の内訳はの

れん535,176千円、リース資産8,454千円、ソフトウエア

5,472千円、器具及び備品3,621千円及び建物1,100千円

であります。

　　　 デザインツール・コンテンツサプライ事業のソフトウ

エアについては、翌連結会計年度での除却が当連結会

計年度末で確定していることから、帳簿価額の全額を

減額し、当該減少額を減損損失（15,457千円）として

特別損失に計上しております。

　　　 出版事業の資産の回収可能額は使用価値によって測定

しており、将来キャッシュ・フローを4.124％で割り引

いて算出しております。

用途 種類 場所

コンテンツ制作

事業

建物

工具、器具及び備品

リース資産

ソフトウエア

その他無形固定資産

のれん 

 東京都渋谷区

メディア事業  ソフトウエア  東京都渋谷区

デザインツール

・コンテンツサ

プライ事業

ソフトウエア 

のれん 
 東京都渋谷区

　　　

 　　　 当社グループは、主に事業の区分別に資産のグルーピ

ングを実施しております。コンテンツ制作事業の資産

につきましては、株式会社インターアクティブデザイ

ンの翌連結会計年度における事業撤退に伴い、同社の

固定資産を全額減額し減損損失（20,751千円）として

特別損失に計上しております。減損損失の内訳は建物

3,697千円、工具、器具及び備品5,694千円、リース資産

1,922千円、ソフトウエア4,680千円、その他無形固定資

産239千円、のれん4,517千円であります。

　　 　メディア事業の資産につきましては、株式会社ワークス

コーポレーションの当期首に策定した事業計画と平成

21年３月期の実績及び市場動向を比較した結果、計画

と将来予測損益との間に乖離が認められたため、次期

以降の事業計画の見直しを実施し、それに伴って同事

業の固定資産を全額減額し減損損失（6,963千円）と

して特別損失に計上しております。
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 

 

 

　　　　　 

 

 

 

 

　 　　デザインツール・コンテンツサプライ事業のソフトウ

エアにつきましては、株式会社マルチビッツの当期首

に策定した事業計画と平成21年３月期の実績及び市場

動向を比較した結果、計画と将来予測損益との間に乖

離が認められたため、次期以降の事業計画の見直しを

実施し、それに伴い同事業の固定資産を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失（96,166千円）と

して特別損失に計上しております。減損損失の内訳は

ソフトウエア60,527千円、のれん35,638千円でありま

す。

   　   デザインツール・コンテンツサプライ事業の資産の

回収可能額は使用価値によって測定しており、将来

キャッシュ・フローを2.572％で割り引いて算出して

おります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 29,298 6 － 29,304

合計 29,298 6 － 29,304

　（注）普通株式の増加6株は、新株予約権の行使によるものであります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議） 

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月25日

定時株主総会
普通株式 35,157 1,200平成19年３月31日平成19年６月26日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 29,304 － － 29,304

合計 29,304 － － 29,304

　

EDINET提出書類

株式会社デジタルスケープ(E05459)

有価証券報告書

 61/104



２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　　　　　　　該当事項はありません。

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　該当事項はありません。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

 　　                    （平成20年３月31日現在）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

 　　                    （平成21年３月31日現在）

                        　               （千円）

現金及び預金勘定     1,247,080

現金及び現金同等物     1,247,080

                        　               （千円）

現金及び預金勘定  1,051,840

現金及び現金同等物  1,051,840

  

  

  

　２．事業の譲渡により減少した資産及び負債の主な内訳

　　　ブロードスター事業の譲渡及びイーコマース関連事業

の譲渡に伴い減少した資産及び負債の主な内訳は次

のとおりであります。

 　　 　──────────────

（千円）

固定資産 21,715

資産合計 21,715

負債合計 －
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

 ファイナンス・リース取引

  所有権移転外ファイナンス・リース取引

 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

減損損失
累計額相
当額
（千円）

期末残
高相当
額
（千円）

器具及び備
品 

40,87732,7665,0483,062

　１．リース資産の内容

　　　有形固定資産

　　　主として、人材コンサルティング事業における事務

　　　機器(工具、器具及び備品)であります。

 

　２．リース資産の減価償却の方法

 　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４.

会計処理基準に関する事項（2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

 ２．未経過リース料期末残高相当額等

　　 未経過リース料期末残高相当額

１年内    2,827千円

１年超    303千円

合計     3,131千円

リース資産減損勘定の残高      5,215千円

 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及び減損損失

 支払リース料       7,648千円

 減価償却費相当額       7,133千円

 支払利息相当額    400千円

 減損損失 5,215千円

 

 

４．減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

　　法によっております。  

 

５．利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。  

 

（有価証券関係）

有価証券

１．時価評価されていない主な有価証券の内容

 
前連結会計年度

（平成20年３月31日）
当連結会計年度

（平成21年３月31日）
連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券         

 非上場株式 7,240 6,813

 非上場有価証券（投資事業組合出資金） 10,000 6,781

 非上場有価証券（合同会社出資金） 80,000 80,000

 合計 97,240 93,594
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(1）取引の内容

子会社の利用しているデリバティブ取引は金利スワッ

プ取引であります。 

(1）取引の内容

同左 

(2）取り組み方針

子会社のデリバティブ取引は、将来の金利の変動によ

るリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。 

(2）取り組み方針

同左 

(3）取引の利用目的

子会社のデリバティブ取引は、借入金利等の将来の金

利市場における利率上昇による変動リスクを回避する

目的で利用しております。

(3）取引の利用目的

同左 

(4）取引に係るリスクの内容

子会社の契約している金利スワップ取引は、市場金利

の変動によるリスクを有しておりますが、契約先は信

用度の高い金融機関に限定されており、相手先の契約

不履行によるいわゆる信用リスクは極めて低いと判断

しております。

(4）取引に係るリスクの内容

同左 

(5）取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引等の重要な契約は、取締役会の付議

事項となっております。

(5）取引に係るリスク管理体制

同左 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明

「取引の時価等に関する事項」における契約額又は想

定元本は、当該金額自体がデリバティブ取引に係るリ

スク量を示すものではありません。 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明

同左 

２．取引の時価に関する事項

区分 種類

前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日）

契約額等

（千円）

契約額等の

うち１年超

（千円）

時価

（千円）

評価損益

（千円）

契約額等

（千円）

契約額等の

うち１年超

（千円）

時価

（千円）

評価損益

（千円）

市場取引以外

の取引

金利スワップ取引

変動受取・固定支払
150,000 － △566 △566 － － － －

合計 150,000 － △566 △566 － － － －

　（注）時価の算定方法

　　　　取引先金融機関等から提示された価格等に基づいて算定しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社グループは退職金支給規程に基づく社内積立の退職一時金制度のほか、中小企業退職金共済制度に

加入しております。

２．退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成20年３月31日）
当連結会計年度

（平成21年３月31日）

 （千円） （千円）

(1）退職給付債務 △50,973 △44,691

(2）退職給付引当金 △50,973 △44,691

３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 （千円） （千円）

(1）勤務費用（注） 16,280 16,037

(2）退職給付費用 16,280 16,037

　　　　　（注）中小企業退職金共済制度に係る掛金が含まれております。

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
第２回（平成16年）
ストック・オプション

第３回（平成17年）
ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

取締役　　　４名

監査役　　　２名

従業員　　　72名

取締役　　　４名

監査役　　　２名

従業員　　　54名

株式の種類別のストック・オプ

ション数（注１）
普通株式　　254株（注２） 普通株式　　853株

付与日 平成16年３月24日 平成17年11月18日

権利確定条件
権利行使時において当社取締役、監査役

もしくは従業員の地位であること。

権利行使時において当社取締役、監査役

もしくは従業員の地位であること。

対象勤務期間 対象勤務期間は付されておりません。 対象勤務期間は付されておりません。 

権利行使期間
平成18年３月25日から平成26年３月24日

 
平成19年６月25日から平成27年６月24日

(注）１.株式数に換算しております。

　　 ２.平成17年５月20日をもって株式分割(１：３）を行っております。

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（平成20年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。
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①　ストック・オプションの数

 
第２回（平成16年）
ストック・オプション

第３回（平成17年）
ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）         

前連結会計年度末 － 815

付与 － －

失効 － 1

権利確定 － 814

未確定残 － －

権利確定後　　　　　　（株）         

前連結会計年度末 531 －

権利確定 － 814

権利行使 6 －

失効 9 69

未行使残 516 745

　　　　　　②　単価情報

 
第２回（平成16年）
ストック・オプション

第３回（平成17年)
ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 73,334 278,000

行使時平均株価　　　　　（円） 84,600 －

付与日における公正な評価単価（円） － －

当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
第２回（平成16年）
ストック・オプション

第３回（平成17年）
ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

取締役　　　４名

監査役　　　２名

従業員　　　72名

取締役　　　４名

監査役　　　２名

従業員　　　54名

株式の種類別のストック・オプ

ション数（注１）
普通株式　　254株（注２） 普通株式　　853株

付与日 平成16年３月24日 平成17年11月18日

権利確定条件
権利行使時において当社取締役、監査役

もしくは従業員の地位であること。

権利行使時において当社取締役、監査役

もしくは従業員の地位であること。

対象勤務期間 対象勤務期間は付されておりません。 対象勤務期間は付されておりません。 

権利行使期間
平成18年３月25日から平成26年３月24日

 
平成19年６月25日から平成27年６月24日

(注）１.株式数に換算しております。

　　 ２.平成17年５月20日をもって株式分割(１：３）を行っております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（平成21年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
第２回（平成16年）
ストック・オプション

第３回（平成17年）
ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）         

前連結会計年度末 － －

付与 － －

失効 － －

権利確定 － －

未確定残 － －

権利確定後　　　　　　（株）         

前連結会計年度末 516 745

権利確定 － －

権利行使 － －

失効 27 16

未行使残 489 729

②　単価情報

 
第２回（平成16年）
ストック・オプション

第３回（平成17年)
ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 73,334 278,000

行使時平均株価　　　　　（円）     － －

付与日における公正な評価単価（円） － －

（注）当社は、平成21年３月23日から平成21年５月７日の間に実施された株式会社イマジカ・ロボット ホールディング

スによる当社株式等の公開買付けにおいて、当社役員及び従業員が有する新株予約権の全部について権利放棄す

る旨の申出を受理し、平成21年５月20日に抹消登記をいたしました。このため、提出日現在において、ストック・オ

プションは存在いたしません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳

繰延税金資産     

　賞与引当金      27,318千円

　未払社会保険料      2,599千円

　未払事業税      9,486千円

　未払事業所税      4,859千円

　ソフトウエア     11,085千円

　退職給付引当金       21,341千円

　長期未払金       34,013千円

　一括償却資産      3,395千円

　貸倒引当金      5,982千円

　投資有価証券     6,605千円

　債務保証損失引当金      7,326千円

　リース資産減損勘定      3,441千円

　繰越欠損金 555,250千円

　その他    21,035千円

　繰延税金資産小計    713,741千円

　評価性引当額 △594,758千円

繰延税金資産合計      118,983千円

  

繰延税金負債 －

  

繰延税金資産純額    118,983千円

 

 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。

 流動資産－繰延税金資産　55,297千円

 固定資産－繰延税金資産　63,686千円

 

 

 

繰延税金資産     

　賞与引当金       32,816千円

　未払社会保険料     3,245千円

　未払事業税        1,566千円

　未払事業所税      5,116千円

  商品 30,627千円

　ソフトウエア       32,682千円

　退職給付引当金       18,189千円

　長期未払金       31,851千円

　一括償却資産     2,874千円

　貸倒引当金       13,120千円

　投資有価証券        7,341千円

　繰越欠損金      720,788千円

　その他       22,954千円

　繰延税金資産小計    923,175千円

　評価性引当額    △788,060千円

繰延税金資産合計      135,115千円

  

繰延税金負債     

 　 未収還付事業税  △1,188千円

繰延税金負債合計 △1,188千円

  

繰延税金資産純額 133,927千円

 

 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。

 流動資産－繰延税金資産　85,232千円

 固定資産－繰延税金資産　48,695千円

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　　　____________________ 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％） 

　法定実効税率  　　　　40.7

 　（調整）

　評価性引当額の増加　 

 

△45.0

交際費等永久に損金に算入されない項

目 
 　　　△0.9

　のれん減損損失 △3.5

　住民税均等割 △0.6　

　法人税還付額 5.5

　その他 0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率

 　
△3.4
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（企業結合等関係）

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．ブロードスター事業分離について

(1）分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む事

業分離の概要

　①分離先企業の名称

　 ブロスタＴＶ合同会社

　②分離した事業の内容

　 当社のその他事業のうちブロードスターサイトにて展開する事業

　③事業分離を行った主な理由

　 同社への出資割合が60％である株式会社テレビ朝日の主導の下、株式会社テレビ朝日の既存サイト等との

連携により、ブロードスター事業の価値向上を実現するため。

　④事業分離日

　 平成19年10月1日

　⑤法的形式を含む事業分離の概要

　 受取対価を現金とする事業譲渡

(2）実施した会計処理の概要

　①移転利益の金額

　 28,625千円

　②移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

　固定資産 1,083千円

資産合計     1,083千円

負債合計    －千円

(3）当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

　売上高 731千円

　営業利益 398千円

２．イーコマース事業分離について

(1）分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む事

業分離の概要

　①分離先企業の名称

　 株式会社トップブレイン

　②分離した事業の内容

　 株式会社インターアクティブデザインのコンテンツ制作事業のうち、同社が運営するイーコマース関連事

業

　③事業分離を行った主な理由

　 経営資源を主力のデジタルコンテンツの制作受託サービス及びシステムソリューションサービスに集中す

るため。 

　④事業分離日

　 平成19年12月28日

　⑤法的形式を含む事業分離の概要

　 受取対価を現金とする事業譲渡

(2）実施した会計処理の概要

　①移転損失の金額

　 1,585千円

　②移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

　固定資産 20,632千円

資産合計     20,632千円

負債合計    －千円

(3）当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額
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　売上高 44,176千円

　営業損失 53,940千円

当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

 

人材コンサ
ルティング
事業
（千円）

コンテンツ
制作事業
（千円）

出版事業
（千円）

デザイン
ツール・コ
ンテンツサ
プライ事業
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社 
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業

損益
                                

売上高                                 

(1）外部顧客に対

する売上高
5,762,879899,542620,9391,797,36697,2499,177,976－ 9,177,976

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

167,716100,61010,39110,466 － 289,185△289,185 －

計 5,930,5961,000,152631,3301,807,83297,2499,467,161△289,1859,177,976

営業費用 5,679,8971,041,320754,9611,733,12975,6479,284,956△289,1858,995,771

営業利益又は損

失（△） 
250,699△41,168△123,63174,70321,601182,205 － 182,205

Ⅱ　資産、減価償却

費、減損損失及

び資本的支出

                                

資産 1,544,996538,363458,534921,331121,1293,584,35547,5353,631,890

減価償却費 49,96627,2413,33720,907 370 101,823 － 101,823

減損損失 － － 553,82615,457 － 569,283 － 569,283

資本的支出 23,04610,3535,64623,702 285 63,035 － 63,035

　（注）１．事業区分は、事業の内容によっております。

２．各事業の区分に属する主要な事業の内容

    (1)人材コンサルティング事業

       デジタルコンテンツ市場への人材供給及びクリエイター・企業向けの有料トレーニングの提供等

    (2)コンテンツ制作事業

       デジタルコンテンツの制作受託等

    (3)出版事業

       クリエイター向け書籍・雑誌の販売等

    (4)デザインツール・コンテンツサプライ事業

       画像・動画・フォント等の素材を中心としたデザインツールの販売やコンテンツサプライ・サービス

    (5)その他

       上記事業区分に含まれないその他の事業

３．営業費用のうち配賦不能費用はありません。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、90,755千円であり、繰延税金資産であります。 
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当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

 

人材コンサ
ルティング
事業
（千円）

コンテンツ
制作事業
（千円）

メディア事
業

（千円）

デザイン
ツール・コ
ンテンツサ
プライ事業
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社 
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業

損益
        

売上高                                 

(1）外部顧客に対

する売上高
5,313,633743,978581,1701,424,757106,7988,170,338－ 8,170,338

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

185,08967,77310,71212,620 500 276,694△276,694 －

計 5,498,722811,751591,8821,437,377107,2988,447,033△276,6948,170,338

営業費用 5,352,799890,656769,7951,510,60488,8008,612,656△276,9868,335,669

営業利益又は損

失（△） 
145,922△78,905△177,912△73,22618,498△165,623 291△165,331

Ⅱ　資産、減価償却

費、減損損失及

び資本的支出

                                

資産 1,502,869506,178295,875592,261117,3533,014,538△32,5992,981,939

減価償却費 47,55410,8001,37630,663 387 90,782 － 90,782

減損損失 － 20,7516,96396,166 － 123,882 － 123,882

資本的支出 10,6867,284 8,340107,680 195 134,187 － 134,187

　（注）１．事業区分は、事業の内容によっております。

２．各事業の区分に属する主要な事業の内容

    (1)人材コンサルティング事業

       デジタルコンテンツ市場への人材供給及びクリエイター・企業向けの有料トレーニングの提供等

    (2)コンテンツ制作事業

       デジタルコンテンツの制作受託等

    (3)メディア事業

       クリエイター向け書籍・雑誌の販売等

    (4)デザインツール・コンテンツサプライ事業

       画像・動画・フォント等の素材を中心としたデザインツールの販売やコンテンツサプライ・サービス

    (5)その他

       上記事業区分に含まれないその他の事業

３．営業費用のうち配賦不能費用はありません。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、125,002千円であり、繰延税金資産であります。

５. 会計方針の変更

　　（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４.会計処理基準に関する事項（1）重要な資産の評価

基準及び評価方法」に記載のとおり、当連結会計年度から「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計

基準第９号　平成18年７月５日公表分）を適用しております。

　　　この変更による各セグメントの損益に与える影響は軽微であります。
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　　（リース取引に関する会計基準の適用）

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から「リース

取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会計審議会第一部会)、平成19年３月

30日改正)) 及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１

月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正))を適用しております。 

　　　この変更による各セグメントの損益に与える影響は軽微であります。 

 ６. メディア事業において、97,121千円のたな卸資産評価損を特別損失に計上しており、その資産が同額減少し

ております。 
 
７. 事業区分名称の変更

　　当連結会計年度よりセグメントの区分名称を「出版事業」から「メディア事業」に変更いたしました。

　　なお、「人材コンサルティング事業」「コンテンツ制作事業」「デザインツール・コンテンツサプライ事業」

「その他事業」は変更ありません。 

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当

事項はありません。

当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当

事項はありません。

【海外売上高】

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

当連結会計年度において、海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載は省略しております。

当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

当連結会計年度において、海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載は省略しております。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

兄弟会社等

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社の

子会社

デジタルハ

リウッド㈱

東京都

千代田区
667,096

デジタル

クリエイ

ター養成

スクール

－ 兼任２名

役務の

提供

役務の

受入

出版売上 12,772売掛金 1,046

コンテン

ツ制作外

注

500未払金 525

トレーニ

ング業務

委託

112 － －

（注）　１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等については、一般的取引条件と同様に決定しております。

当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

　 （追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用し

ております。 

　この結果、従来の開示対象範囲に加えて、連結財務諸表提出会社の重要な子会社の役員が開示対象に追加されてお

ります。　 

１．関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引　　 

（ア）連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社

等　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合
（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

同一の親

会社を持

つ会社

デジタルハ

リウッド㈱

東京都

千代田区
340,000

デジタル

クリエイ

ター養成

スクール

－
役務の提供

役務の受入 

人材紹介

売上等
68,319売掛金 6,642

コンテン

ツ制作外

注等 

1,441　 － －

（注）　１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　一般的取引条件と同様に決定しております。 

　　（イ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

連結子会

社の役員
中野　正和 － －

㈱イン

ターアク

ティブデ

ザイン代

表取締役

社長

－
債務被保証

 

㈱イン

ターアク

ティブデ

ザイン銀

行借入に

対する債

務被保証

 48,810－ －

（注）　１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

　　連結子会社㈱インターアクティブデザインは、銀行借入に対して、同社代表取締役社長中野正和より債務保証

を受けております。なお、保証料等の支払は行っておりません。 

２．親会社情報

 　 カルチュア・コンビニエンス・クラブ㈱（東京証券取引所に上場）　
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額  15,157.36円

１株当たり当期純損失金額 19,762.67円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。

１株当たり純資産額  1,385.02円

１株当たり当期純損失金額 13,772.34円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。

（注）１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり当期純損失金額         

当期純損失（△）（千円） △579,070 △403,584

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失（△）（千円） △579,070 △403,584

期中平均株式数（株） 普通株式　　29,301　　　 普通株式　 29,304      　　　

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式の概要

 平成16年３月24日臨時株主総会で

決議された新株予約権（新株予約

権の目的となる株式の数516株）

 平成17年６月24日第10回定時株主

総会で決議された新株予約権（新

株予約権の目的となる株式の数745

株）

　なお、概要は、「第４ 提出会社の

状況、１.株式等の状況、(２)新株予

約権等の状況」に記載のとおりで

あります。 

 平成16年３月24日臨時株主総会で

決議された新株予約権（新株予約

権の目的となる株式の数489株）

 平成17年６月24日第10回定時株主

総会で決議された新株予約権（新

株予約権の目的となる株式の数729

株）

　なお、概要は、「第４ 提出会社の

状況、１.株式等の状況、(２)新株予

約権等の状況」に記載のとおりで

あります。 
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（重要な後発事象）
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．資本剰余金の減少及び剰余金の処分

（資本準備金及び利益準備金の減少）

早期復配体制の実現を目指すことを目的として、平成20年

５月12日開催の当社取締役会及び平成20年６月25日開催の

当社定時株主総会において、会社法第448条第１項の規定に

基づき、資本準備金及び利益準備金の減少を決議いたしま

した。

(1) 減少した準備金の金額

資本準備金328,980千円のうち232,914千円

利益準備金4,120千円の全額

(2) 増加した剰余金の項目及びその金額

その他資本剰余金　232,914千円

繰越利益剰余金　　　4,120千円

(3) 準備金の減少の効力が生じた日

　 平成20年６月25日

（剰余金の処分）

上記定時株主総会において、会社法第452条の規定に基づ

き、上記の効力が生じた後のその他資本剰余金で繰越利益

剰余金を欠損填補することを決議いたしました。

(1) 減少した剰余金の項目及びその金額

その他資本剰余金　232,914千円

(2) 増加した剰余金の項目及びその金額

繰越利益剰余金　　232,914千円　

（連結貸借対照表への影響）

(1) 減少した剰余金の項目及びその金額

資本剰余金　232,914千円

(2) 増加した剰余金の項目及びその金額

利益剰余金　232,914千円　

 連結子会社㈱インターアクティブデザインの解散

 当社は、平成21年６月19日開催の取締役会において、連結

子会社である㈱インターアクティブデザイン株主総会にお

ける提案を前提として、同社を解散することを決議いたし

ました。

(1）解散に至った理由

当社は主力である人材コンサルティング事業に集中す

るため、当社グループにおける事業の一部につき、売却、

縮小、撤退の方針をすでに打ち出しておりますが、その

一環として、同社を解散することとし、同社の事業につ

きましては、今後、グループ内の最適化を考慮し、再編を

進めていく予定です。

(2）解散する連結子会社の概要

　　子会社の名称：㈱インターアクティブデザイン

主な事業内容：Ｗｅｂコンテンツ制作業

資本金：100,000千円

大株主及び持株比率：㈱デジタルスケープ　54.3％

(3）解散の時期

平成21年７月開催予定の同社臨時株主総会での解散決

議を予定しております。

(4）解散する連結子会社の状況（平成21年３月期）

売上高 　　　　　　372,103千円

経常損失（△） 　 △63,048千円

当期純損失（△） △106,661千円

総資産        　　　99,576千円

純資産    　　　 △114,042千円
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前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

２．連結子会社㈱マルチビッツにおける債権の取立不能又

は取立遅延のおそれ

連結子会社㈱マルチビッツの取引先であるアクティブジャ

パン㈱及び㈱リピートに対する債権について、取立不能又

は取立遅延のおそれが生じております。概要は下記のとお

りであります。

（アクティブジャパン㈱について）

(1) 債務者の概要

　①商号　 アクティブジャパン㈱

②本店所在地 東京都文京区本郷2-14-10 　

③資本金の額 10,000千円

④主な事業内容　　 プリンター消耗品の卸販売等

(2) 債務者に生じた事実及びその事実が生じた年月日

平成20年６月２日　資金不足による営業停止の通知受領

(3) 債務者に対する債権の種類及び金額

　①債権の種類　 売掛金

②金額 30,905千円（うち平成20年４月１日以

降に発生した債権　29,001千円）

（㈱リピートについて）

(1) 債務者の概要

　①商号　 ㈱リピート

②本店所在地 神奈川県横浜市中区海岸通5-25-2　

③資本金の額 10,000千円

④主な事業内容　　 ポスティング及び宅配業務等

(2) 債務者に生じた事実及びその事実が生じた年月日

平成20年６月２日　小切手の不渡り

(3) 債務者に対する債権の種類及び金額

　①債権の種類　 売掛金

②金額 17,257千円（うち平成20年４月１日以

降に発生した債権　17,257千円）

（当該事象が営業活動等へ及ぼす重要な影響）

平成20年６月25日現在、当該債権の回収見込額については

確定しておりません。上記債権のうち取立不能と見込まれ

る金額については、平成21年３月期に損失計上する予定で

す。

 　─────────── 
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,359,9931,410,0001.39 －

１年以内に返済予定の長期借入金 89,918 80,205 1.89 －

１年以内に返済予定のリース債務 － 299 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 100,383118,9882.30平成22年～平成28年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 1,550,2941,609,492－ －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　　　２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりでありま

す。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 48,858 23,340 17,340 16,340

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 

 第１四半期

自平成20年４月１日

至平成20年６月30日 

 第２四半期

自平成20年７月１日

至平成20年９月30日

 第３四半期

自平成20年10月１日

至平成20年12月31日

 第４四半期

自平成21年１月１日

至平成21年３月31日

 売上高（千円）  2,040,890  2,075,531  2,028,835  2,025,080

 税金等調整前四半期純

 損失金額(△)（千円）
 △120,749  △365  △58,772  △249,786

 四半期純損失金額(△)

（千円）
 △97,248  △18,667  △68,069  △219,598

 １株当たり四半期純損

 失金額(△)（円）
 △3,318.61  △637.04  △2,322.87  △7,493.81
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 624,529 699,464

売掛金 ※1
 819,694

※1
 771,854

前払費用 19,934 19,685

繰延税金資産 35,011 76,307

未収還付法人税等 － 25,117

関係会社短期貸付金 － 20,000

未収入金 － ※1
 51,888

その他 ※1
 37,197 8,375

貸倒引当金 － △1,787

流動資産合計 1,536,367 1,670,904

固定資産

有形固定資産

建物 55,256 61,150

減価償却累計額 △25,085 △32,084

建物（純額） 30,170 29,065

工具、器具及び備品 86,656 84,606

減価償却累計額 △62,806 △69,350

工具、器具及び備品（純額） 23,849 15,255

リース資産 － 2,895

減価償却累計額 － △2,595

リース資産（純額） － 299

有形固定資産合計 54,019 44,621

無形固定資産

ソフトウエア 69,696 44,877

その他 1,530 1,430

無形固定資産合計 71,227 46,307

投資その他の資産

投資有価証券 96,769 93,243

関係会社株式 543,893 508,505

出資金 0 －

関係会社長期貸付金 900,000 1,100,000

長期前払費用 267 －

繰延税金資産 55,744 48,695

敷金及び保証金 124,674 130,844

保険積立金 56,592 61,980

その他 － 3,905

貸倒引当金 △782,166 △1,094,545

投資その他の資産合計 995,776 852,628

固定資産合計 1,121,023 943,557

資産合計 2,657,390 2,614,462
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 1,200,000 1,330,000

関係会社短期借入金 － 120,000

1年内返済予定の長期借入金 － 10,200

未払金 ※1
 144,079

※1
 216,670

未払費用 551,740 492,685

未払法人税等 65,892 －

未払消費税等 54,277 21,662

預り金 8,493 12,632

賞与引当金 54,226 51,142

関係会社整理損失引当金 － ※2
 114,042

その他 3,528 1,879

流動負債合計 2,082,237 2,370,914

固定負債

長期借入金 － 39,800

長期未払金 83,571 78,259

退職給付引当金 34,835 44,053

固定負債合計 118,407 162,113

負債合計 2,200,644 2,533,027

純資産の部

株主資本

資本金 360,680 360,680

資本剰余金

資本準備金 328,980 96,066

資本剰余金合計 328,980 96,066

利益剰余金

利益準備金 4,120 －

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △237,034 △375,311

利益剰余金合計 △232,914 △375,311

株主資本合計 456,746 81,435

純資産合計 456,746 81,435

負債純資産合計 2,657,390 2,614,462
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 6,563,332 6,091,235

売上原価 4,899,756 4,624,031

売上総利益 1,663,575 1,467,203

販売費及び一般管理費 ※1
 1,424,721

※1
 1,390,313

営業利益 238,854 76,890

営業外収益

受取利息 ※2
 14,100

※2
 17,642

受取配当金 501 718

その他 562 364

営業外収益合計 15,164 18,724

営業外費用

支払利息 13,676 16,645

投資有価証券評価損 － 3,218

その他 53 0

営業外費用合計 13,730 19,864

経常利益 240,287 75,750

特別利益

投資有価証券売却益 801 －

事業譲渡益 ※3
 29,818 －

貸倒引当金戻入額 160 －

特別利益合計 30,779 －

特別損失

固定資産除却損 ※4
 1,550

※3
 134

投資有価証券評価損 19,020 307

関係会社整理損失引当金繰入額 － 114,042

関係会社株式評価損 64,537 35,387

貸倒引当金繰入額 782,166 308,530

特別損失合計 867,273 458,402

税引前当期純損失（△） △596,206 △382,651

法人税、住民税及び事業税 113,181 26,906

法人税等調整額 △2,521 △34,247

法人税等合計 110,660 △7,340

当期純損失（△） △706,866 △375,311

EDINET提出書類

株式会社デジタルスケープ(E05459)

有価証券報告書

 81/104



【売上原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　労務費   4,313,65488.0  4,010,40586.7
Ⅱ　経費        
　１．外注加工費  491,067   508,582   
　２．その他  95,034 586,10112.0 105,042613,62513.3
当期売上原価   4,899,756100.0  4,624,031100.0
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 360,460 360,680

当期変動額

新株の発行 220 －

当期変動額合計 220 －

当期末残高 360,680 360,680

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 328,760 328,980

当期変動額

新株の発行 220 －

欠損填補 － △232,914

当期変動額合計 220 △232,914

当期末残高 328,980 96,066

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 4,120 4,120

当期変動額

欠損填補 － △4,120

当期変動額合計 － △4,120

当期末残高 4,120 －

その他利益剰余金

特別償却準備金

前期末残高 837 －

当期変動額

特別償却準備金の取崩 △837 －

当期変動額合計 △837 －

当期末残高 － －

繰越利益剰余金

前期末残高 504,152 △237,034

当期変動額

剰余金の配当 △35,157 －

当期純損失（△） △706,866 △375,311

特別償却準備金の取崩 837 －

欠損填補 － 237,034

当期変動額合計 △741,187 △138,277

当期末残高 △237,034 △375,311

利益剰余金合計

前期末残高 509,110 △232,914
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当期変動額

剰余金の配当 △35,157 －

欠損填補 － 232,914

当期純損失（△） △706,866 △375,311

当期変動額合計 △742,024 △142,397

当期末残高 △232,914 △375,311

株主資本合計

前期末残高 1,198,330 456,746

当期変動額

新株の発行 440 －

剰余金の配当 △35,157 －

当期純損失（△） △706,866 △375,311

当期変動額合計 △741,584 △375,311

当期末残高 456,746 81,435

純資産合計

前期末残高 1,198,330 456,746

当期変動額

新株の発行 440 －

剰余金の配当 △35,157 －

当期純損失（△） △706,866 △375,311

当期変動額合計 △741,584 △375,311

当期末残高 456,746 81,435
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【重要な会計方針】
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項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．有価証券の評価基準

及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2）その他有価証券 (2）その他有価証券

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．固定資産の減価償却

の方法

(1）有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　　 同左 

 建物　８～10年

器具及び備品　４～６年 

 　 　　   

 （会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平

成19年４月１日以降に取得した有形固定資産

について、改正後の法人税法に基づく減価償

却の方法に変更しております。

この変更に伴う影響額は軽微であります。

　_______________

 (2）無形固定資産

定額法を採用しております。

自社利用のソフトウェアについては、社

内における５年以内の利用可能期間に基

づく定額法により償却しております。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　同左

  

 

(3）リース資産 

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。 

 

３．繰延資産の処理方法 株式交付費

 支出時に全額費用として処理しております。

 ─────

項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるため、支給

見込額の当事業年度負担額を計上してお

ります。

(2）賞与引当金

同左

 (3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務の見込額に

基づき、計上しております。

(3）退職給付引当金

同左

 (4）役員退職慰労引当金 (4）──────────
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項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 （追加情報）

　当社では、役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく事業年度末要支給額

を計上しておりましたが、役員報酬体系の

見直しの一環として、報酬の後払い的要素

が強く業績に連動しない退職慰労金制度

を、平成19年６月25日開催の第12回定時株

主総会終結の時をもって廃止いたしまし

た。

　本制度の廃止に伴い、同株主総会において

在任する取締役及び監査役に対し、同株主

総会終結の時までの在任期間に対応する退

職慰労金を役員退任時に支給する旨を決議

いたしました。

　これに伴い、決議時点での「役員退職慰労

引当金」を全額取崩し、打ち切り支給額の

未払分83,571千円を固定負債の「長期未払

金」に計上しております。

 

 (5）──────────

 

 

 

(5) 関係会社整理損失引当金

　  関係会社の整理に伴う損失に備えるため、

当該関係会社の資産内容等を勘案し、当社

の損失負担見込額を計上しております。 

５．リース取引の処理方

法

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。

──────────

６．その他財務諸表作成

のための基本となる

重要な事項

　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

　消費税等の会計処理

同左
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【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

───────────────────  (リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基

準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会計審

議会第一部会)、平成19年３月30日改正)) 及び「リース取

引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計

制度委員会）、平成19年３月30日改正))を適用し、通常の

売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、前事業年度末

における未経過リース料期末残高相当額（利息相当額控

除後）を取得価額とし、期首に取得したものとしてリース

資産に計上する方法によっております。

 これによる損益に与える影響は軽微であります。

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 （貸借対照表関係）

前期まで区分掲記しておりました「電話加入権」につき

ましては、重要性が乏しいため、無形固定資産の「その

他」に含めて表示しております。

 （貸借対照表関係） 

前期まで区分掲記しておりました「長期前払費用」につ

きましては、重要性が乏しいため、投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しております。

なお、当期末の「長期前払費用」は55千円であります。 

 

前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しておりま

した「未収入金」は、当期において、資産の総額の100分の

１を超えたため区分掲記いたしました。

なお、前期末の「未収入金」は24,805千円であります。 
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

 ※１. 関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたも

ののほか次のものがあります。

流動資産  

 売掛金   27,632千円

 その他　    22,837千円

流動負債  

 未払金　  96,934千円

 

　　　 ───────

 

 

 

 

 ※１. 関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたも

ののほか次のものがあります。

流動資産  

 売掛金     35,134千円

 未収入金　     48,398千円

流動負債  

 未払金　    130,356千円

 

※２. 偶発債務

　子会社である株式会社インターアクティブデザインの

金融機関からの借入金122,000千円に対して債務保証を

行っております。

　これに対して関係会社整理損失引当金114,042千円を計

上しております。 

 

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１.販売費に属する費用のおおよその割合は60％、一般管

理費に属する費用のおおよその割合は40％でありま

す。

　　 主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※１.販売費に属する費用のおおよその割合は55％、一般管

理費に属する費用のおおよその割合は45％でありま

す。

　　 主要な費目及び金額は次のとおりであります。

役員報酬 93,271千円

給与手当 436,555千円

賞与 57,923千円

賞与引当金繰入額 54,226千円

法定福利費 77,127千円

広告宣伝費 91,979千円

業務委託費 156,510千円

地代家賃 107,257千円

退職給付費用 11,530千円

役員退職慰労引当金繰入額 2,267千円

役員賞与引当金繰入額 0千円

減価償却費 54,111千円

役員報酬 71,094千円

給与手当 458,907千円

賞与 58,486千円

賞与引当金繰入額 51,142千円

法定福利費 78,824千円

広告宣伝費 54,236千円

業務委託費 125,615千円

地代家賃 120,238千円

退職給付費用 13,886千円

減価償却費 49,773千円

※２．受取利息のうち13,209千円は、関係会社との取引に

係るものであります。　　　　　 

※２．受取利息のうち16,723千円は、関係会社との取引に

係るものであります。　　　　　 

※３．関係会社との取引に係るものであります。　　　 ※３．内訳は、工具、器具及び備品134千円であります。

※４．内訳は、建物220千円、器具及び備品1,329千円であり

ます。　　　　　 
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

　　額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

器具及び備品 33,025 29,962 3,062

ファイナンス・リース取引

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

   １．リース資産の内容

　　　有形固定資産

　　　主として、人材コンサルティング事業における事務　

 　　機器(工具、器具及び備品)であります。

 

  ２．リース資産の減価償却の方法

 　　重要な事項会計方針「２.固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります。 

 

２．未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 　     2,827千円

１年超 　     303千円

合計 　     3,131千円

 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

　　 却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

 

支払リース料 　      5,489千円

減価償却費相当額 　     5,221千円

支払利息相当額 　   130千円

 

４．減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

　　法によっております。  

 

 

５．利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。 

 

 

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

 

 

（有価証券関係）

前事業年度（平成20年３月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（平成21年３月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
　（平成20年３月31日）

当事業年度
　（平成21年３月31日）

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳

繰延税金資産     

賞与引当金 　  22,069千円

未払社会保険料 　    2,329千円

未払事業税 　    5,769千円

未払事業所税 　    4,859千円

ソフトウエア 　     2,227千円

退職給付引当金 　   14,773千円

長期未払金 　   34,013千円

一括償却資産 　     1,626千円

貸倒引当金 　   318,341千円

関係会社株式 　    26,266千円

投資有価証券 　  6,605千円

その他 　 163千円

　繰延税金資産小計   439,046千円

　評価性引当額 　△348,291千円

繰延税金資産合計 　 90,755千円

  

繰延税金負債 －

  

繰延税金資産純額 　   90,755千円

繰延税金資産     

賞与引当金 　    20,814千円

未払社会保険料 　     2,294千円

未払事業所税 　     4,566千円

ソフトウエア 　       791千円

退職給付引当金 　    17,929千円

長期未払金 　    31,851千円

一括償却資産 　    813千円

貸倒引当金 　   445,424千円

関係会社整理損失引当金 46,415千円

関係会社株式 　    40,669千円

投資有価証券 　     7,044千円

　繰延税金資産小計      618,616千円

　評価性引当額 　△492,426千円

繰延税金資産合計 　 126,190千円

  

繰延税金負債  

  未収還付事業税 △1,188千円

　繰延税金負債合計 　   △1,188千円

  

繰延税金資産純額 125,002千円

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 　　__________________

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％） 

　法定実効税率  　　　　40.7

 　（調整）

　評価性引当額の増加　 

 

△37.8

交際費等永久に損金に算入されない項

目 
 　　　△1.0

　住民税均等割 △0.3　

　その他 0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 

　
1.9
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（企業結合等関係）

前事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

　ブロードスター事業分離について

　実施した会計処理の概要

　　移転利益の金額

　 29,818千円

　　上記以外は連結財務諸表等「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しておりま

す。

当事業年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

　該当事項はありません。 

 

 

 

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額   15,586.48円

１株当たり当期純損失金額 24,124.14円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。

１株当たり純資産額  2,778.97円

１株当たり当期純損失金額    12,807.51円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。

 
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり当期純損失金額         

当期純損失（△）（千円） △706,866 △375,311

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失（△）（千円） △706,866 △375,311

期中平均株式数（株） 普通株式　　　29,301 普通株式　　 　29,304

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

の概要

 平成16年３月24日臨時株主総

会で決議された新株予約権（新

株予約権の目的となる株式の数

516株）

 平成17年６月24日第10回定時

株主総会で決議された新株予約

権（新株予約権の目的となる株

式の数745株）

　なお、概要は、「第４　提出会社

の状況、１.株式等の状況、(２)

新株予約権等の状況」に記載の

とおりであります。 

 平成16年３月24日臨時株主総

会で決議された新株予約権（新

株予約権の目的となる株式の数

489株）

 平成17年６月24日第10回定時

株主総会で決議された新株予約

権（新株予約権の目的となる株

式の数729株）

　なお、概要は、「第４　提出会社

の状況、１.株式等の状況、(２)

新株予約権等の状況」に記載の

とおりであります。 

 

EDINET提出書類

株式会社デジタルスケープ(E05459)

有価証券報告書

 92/104



（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

資本準備金及び利益準備金の減少並びに剰余金の処分

（資本準備金及び利益準備金の減少）

早期復配体制の実現を目指すことを目的として、平成20年

５月12日開催の当社取締役会及び平成20年６月25日開催の

当社定時株主総会において、会社法第448条第１項の規定に

基づき、資本準備金及び利益準備金の減少を決議いたしま

した。

(1) 減少した準備金の金額

資本準備金328,980千円のうち232,914千円

利益準備金4,120千円の全額

(2) 増加した剰余金の項目及びその金額

その他資本剰余金　232,914千円

繰越利益剰余金　　　4,120千円

(3) 準備金の減少の効力が生じた日

　 平成20年６月25日

（剰余金の処分）

上記定時株主総会において、会社法第452条の規定に基づ

き、上記の効力が生じた後のその他資本剰余金で繰越利益

剰余金を欠損填補することを決議いたしました。

(1) 減少した剰余金の項目及びその金額

その他資本剰余金　232,914千円

(2) 増加した剰余金の項目及びその金額

繰越利益剰余金　　232,914千円　

 

子会社㈱インターアクティブデザインの解散

当社は、平成21年６月19日開催の取締役会において、子会

社である㈱インターアクティブデザイン株主総会におけ

る提案を前提として、同社を解散することを決議いたしま

した。

(1）解散に至った理由

当社は主力である人材コンサルティング事業に集中す

るため、当社グループにおける事業の一部につき、売

却、縮小、撤退の方針をすでに打ち出しておりますが、

その一環として、同社を解散することとし、同社の事業

につきましては、今後、グループ内の最適化を考慮し、

再編を進めていく予定です。

(2）解散する子会社の概要

子会社の名称：㈱インターアクティブデザイン

主な事業内容： Ｗｅｂコンテンツ制作業

資本金： 100,000千円

大株主及び持株比率：㈱デジタルスケープ　54.3％

 (3）解散の時期

平成21年７月開催予定の同社臨時株主総会での解散決

議を予定しております。

 (4）解散する子会社の状況（平成21年３月期）

売上高      　　　 372,103千円

経常損失（△）    △63,048千円

当期純損失（△） △106,661千円

総資産        　　　99,576千円

純資産    　　　 △114,042千円
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

  銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券

 

 

その他有

価証券

 

  

株式会社九州インターメディア研究所 100 5,000

株式会社ドリームボート 3,000 1,239

株式会社サイバープロ 90 222

株式会社ＣＲＡＰＥ 250 0

計 3,440 6,462

 

【その他】

  銘柄 出資総額（千円）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券

 

 

その他有

価証券

 

 

ブロスタＴＶ合同会社 80,000 80,000

大阪ＪＳＥＥＤデジタルコンテンツ育成壱号

投資事業有限責任組合
10,000 6,781

計 90,000 86,781

 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高
（千円）

有形固定資産        

建物 55,256 5,894 － 61,150 32,084 6,998 29,065

工具、器具及び備品 86,656 960 3,009 84,606 69,350 9,418 15,255

  リース資産 － 3,131 235 2,895 2,595 2,831 299

有形固定資産計 145,0436,854 3,245148,651104,03019,24844,621

無形固定資産        

ソフトウエア 234,6505,604 － 240,254195,37730,42344,877

その他 1,602 － － 1,602 172 100 1,430

無形固定資産計 236,2525,604 － 241,857195,54930,52446,307

長期前払費用 3,858 － － 3,858 3,802 1,929 55

繰延資産 － － － － － － －

 繰延資産計 － － － － － － －

（注）１．当期増加額の主な内訳は次のとおりであります。

建物 本社レイアウト変更工事等 2,494千円 

ソフトウエア 人材情報管理システム開発 3,880千円 

 ２．工具、器具及び備品の当期減少額は老朽化による除却によるものであります。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金（流動） － 1,787 － － 1,787

貸倒引当金（固定） 782,166 312,379 － － 1,094,545

賞与引当金 54,226 51,142 54,226 － 51,142

関係会社整理損失引当金 － 114,042 － － 114,042

　

（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

　　（イ）現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 291

預金     

普通預金

 　 別段預金

673,910

220

定期預金 25,042

小計 699,172

合計 699,464

　　（ロ）売掛金

 相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社クリーチャーズ 128,877

株式会社ＮＨＫアート 35,703

株式会社バウハウス・エンタテインメント 31,456

テクモ株式会社 17,262

株式会社ジャストコーズプロダクション 15,435

その他 543,119

合計 771,854

 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高

（千円）

当期発生高

（千円）

当期回収高

（千円）

次期繰越高

（千円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

819,694 6,379,3626,427,202 771,854 89.3 45.5

　（注）　当期発生高には、消費税等が含まれております。
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②　固定資産

　　（イ）関係会社株式

相手先 金額（千円） 

株式会社マルチビッツ 410,274

株式会社バウハウス・エンタテインメント 98,231

株式会社インターアクティブデザイン 0

株式会社ワークスコーポレーション 0

合計 508,505

　　（ロ）関係会社長期貸付金

相手先 金額（千円）

株式会社ワークスコーポレーション 1,100,000

合計 1,100,000

　　　　　（ハ）敷金及び保証金

相手先 金額（千円） 

野村不動産株式会社 119,510

オリックス・リアルエステート株式会社 8,122

株式会社国際デザインセンター 1,287

その他（従業員社宅敷金） 1,924

合計 130,844

③　流動負債

　　（イ）短期借入金
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相手先 金額（千円） 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 530,000

株式会社三井住友銀行 300,000

株式会社りそな銀行 300,000

株式会社みずほ銀行 150,000

住友信託銀行株式会社 50,000

合計 1,330,000

　　（ロ）未払金

相手先 金額（千円） 

株式会社バウハウス・エンタテインメント 121,319

株式会社ディンゴ 15,750

株式会社大日本印刷 14,400

オプティモグラフィコ株式会社 8,769

株式会社インターアクティブデザイン 7,952

その他 48,479

合計 216,670

 　　（ハ）未払費用

相手先 金額（千円） 

スタッフ給与 287,442

渋谷社会保険事務所 26,417

東京都情報サービス産業健康保険組合 11,323

渋谷都税事務所 10,142

大阪北区役所 1,076

その他 156,283

合計 492,685

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月末日まで

定時株主総会 営業年度末日の翌日から３ヶ月以内

基準日 ３　月　31　日

剰余金の配当の基準日
９　月　30　日

３　月　31　日

１単元の株式数 －

公告掲載方法

電子公告の方法により行う。ただし、電子公告によることができない事故そ

の他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

 　 公告掲載ＵＲＬ

    http://www.dsp.co.jp/ir/

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

 当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第13期）（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）平成20年６月26日関東財務局長に提出

(2）四半期報告書及び確認書

（第14期第１四半期）（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）平成20年８月14日関東財務局長に提出

（第14期第２四半期）（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）平成20年11月14日関東財務局長に提出

（第14期第３四半期）（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）平成21年２月13日関東財務局長に提出

(3) 臨時報告書

　　平成21年５月８日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第４号（親会社の異動）の規定に基づく臨時報告書

であります。

平成21年５月21日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（株式交換契約の締結）の規定に基づく臨時報告書

であります。

(4）有価証券報告書の訂正報告書

 　　平成20年９月30日関東財務局長に提出

 　　 事業年度（第13期）（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書 
   

   平成20年６月25日

株式会社デジタルスケープ    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 谷合　章　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 川島　繁雄　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社デジタルスケープの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

デジタルスケープ及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

１．重要な後発事象１．に記載されているとおり、会社は平成20年６月25日開催の定時株主総会で資本準備金及び利益準

備金の減少並びに剰余金の処分を決議している。

２．重要な後発事象２．に記載されているとおり、連結子会社㈱マルチビッツにおいて債権の取立不能又は取立遅延のお

それが生じている。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  
   

   平成21年６月24日

株式会社デジタルスケープ    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 川島　繁雄　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 菊地　徹　　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社デジタルスケープの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

デジタルスケープ及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社デジタルスケープの平成

21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告

書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、株式会社デジタルスケープが平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書 
   

   平成20年６月25日

株式会社デジタルスケープ    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 谷合　章　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 川島　繁雄　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社デジタルスケープの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第13期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社デジ

タルスケープの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年６月25日開催の定時株主総会で資本準備金及び利益準備金の減

少並びに剰余金の処分を決議している。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書 
   

   平成21年６月24日

株式会社デジタルスケープ    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 川島　繁雄　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 菊地　徹　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社デジタルスケープの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第14期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社デジ

タルスケープの平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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